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一 ローカルエネルギー開発への期待 とその課題一

開催のご案内

(財)エ ネルギー 総合工学研 究所 は,昭 和53年4月 発足以来,産,

官,学 界の ご支援 の も とに,現 代の基本 的課題 であ るエ ネル ギー問

題 に,技 術 的側 面か ら総合 的な見地 に立って,取 り組 んで まい りま

した。

このたび,「 ロー カルエ ネル ギー の開発」 を基調 に した,報 告 と

パ ネルデ ィスカ ッシ ョンか らな る,当 研 究 所 の第1回 研 究 成 果報

告会 を開催 いた しますの で,お 誘 い合せ ご来席 くだ さい ます よ う

案 内申 しあげます 。(一 般 来聴歓 迎,無 料)

と き 昭和56年7月10日(金)1330～1700

と ろ 航 空会 館7階 大ホ ール(定 員200名)

(港 区 新橋1-18-1旧 飛 行会館)

(満 員 の節 は ご容赦 くだ さい)

問合せ先 二(財)エネルギー総合工学研究所 調査部(03-431-8822)



脱 石 油 と創 エ ネ ル ギー

理事 ・(社)日本鉄鋼連盟副会長兼専務理事 奥 村 虎 雄

ド
御承知 の通 り,鉄 鋼業は各種経済活動に不可欠な工業材料提供者 としての役割 を

通 じて国民経済の各分野に広範なかかわ り合 いをもち,国 民経済の発展 を支 える基

幹産業 としての性格 をもっている。 また同時にわが国総エ ネルギー消費量の15%を

消費す るいわゆ るエネル ギー 多消費型産業である点か ら鉄鋼業 の省エネルギーや脱

石油の動向は常に世 間の注 目を浴びている。

ところで鉄鋼業が昭和55年 に消費 した総エネルギーは石炭換算で7,700万t程 度

と推定 されているが,第1次 石油危機以降いち早 くエネルギー管理 の強化,操 業技

術の改善,既 存技術に よる設備の改善,省 エネル ギーに関す る新技術 の開発 を取 入

れた大型設備投資等の施策 を逐年進めて きた結果,エ ネルギー消費原単位はこの7

年間に約10%の 低下 をみせている。鉄鋼業におけ る脱石 油化の進展 もまた著 しいも

のがある。特に銑鋼一貫製鉄所 では使用す るエネルギーの大半はコー クス用炭 であ

って,石 油の使用割合 は もともと比較的少 なかったが,石 油の供給制約 と異常 な価

格の高騰に よって油炭格差が大 き くなったため,こ れまで銑鉄t当 り50kg程 度の重

油吹 き込み を行 い,ピ ー ク時の昭和48年 には高炉用のみで約500万t程 度 を使用 し

ていた重油 をゼ ロにす るいわゆるオイル レス操業の確立 をめ ざして製鉄各社 は懸命

な努力 を払っている。早晩わが国の高炉での重油使用 はな くなるもの と思われる。

他方,鉄 鋼業 は高炉およびコークス炉 か ら発生す る副生ガスを燃料 として有効利用

している数 少ないエ ネルギー転換産業の代表である。そして最近 では コロイ ド燃料

(COM,CTM)の 製造および利用技術,石 炭 ガス化技術等の鉄鋼業に係わる新 技

術の面で も開発に努めている。

現在でも鉄鋼業か ら発生す る大量の副生 ガス を利用す る発電が広 く行 われている

が,こ れに よらて 自家発電は もちろん共同火力方式によって電力会社 を通 じて他産

業や民生部門への電力供給が行 われている。鉄鋼業が今後省エネル ギー対策,脱 石

油対策 を更に強化す ることに より,副 次エネルギーが一層増大す ることが考え られ

る。 これを有効に利用す るための対応 いかんに よって鉄鋼業が もつ創エネルギー能

力 を最大限に活用 し,鉄 鋼業 をしてエネルギー 多消費産業ではな く,エ ネル ギー創

出産業 と変貌 させ るこ ともあなが ち不可能 ではない。(お くむ ら とらお)

畢
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昭和56年 度予算におけるエネルギー研究開発

石 田 寛 人

o

1.わ が 国の エネル ギー をと りま く状 況

日本は,第2次 大戦後,世 界にもまれな高

度経済成長 をな しとげてきた。この理由の一

つには,エ ネルギー として大量の石油が安価

に供給されたことにある。しかるに,昭 和48

年の中東戦争による第1次 石油危機,昭 和54

年のイラン政変による第2次 石油危機,ま た

昨年か らのイラン ・イラク戦争 と中東情勢の

め ま ぐる しい変化 に よ り,石 油の供給 は極 め

て不安定 な状況 にさらされている。わが国 のエ

ネルギー消費 は 自由世 界 で第2位 であ り,エ

ネルギー源の約90%を 海 外か らの輸 入に依 存

してい る。 とりわけ,エ ネル ギー源 の約73%

(昭 和53年 度)を 占め る石 油につ いては,ほ

ぼ全 量 を輸 入に頼 ってお り,そ の量 は年 間約

3億keに も達 して いる。

わが国が,今 後経済 の健全かつ安定 的 な発

(供給合計・石油換算7.00億k2)
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図1昭 和65年 度 におけ る石油代替 エ ネルギー の供給 目標
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展 と雇用の確保 を図 り,国 民生活の向上,福

祉の充実に資す るためには,(1)石 油の安定的

供給の確保 と,(2)省 エネルギーの推進に全力

を注 ぐことは勿論であるが,(3)長 期的には,

石油代替エネルギーの開発 ・導入に意欲的に

取 り組み,石 油への依存度 を極力低減す るこ

とが必要不可欠となっている。

このような国内外のエネルギー情勢及び東

京サ ミットの合意等を踏まえて,総 合エネル

ギー調査会が昨年8月 に 「長期エネルギー需

給暫定見通 し」 を発表し,政 府は昨年11月28

日の閣議 で 「昭和65年 度における石油代替エ

ネルギーの供給 目標」を決定 した(図1)。 石

油代替エネルギーの主力は原子力,石 炭及び

天然ガスが担 うことになる。原子力について

は,供 給目標を現在(53年 度)の 約4.9倍 と

大幅にふやすほか,石 炭約2.2倍,天 然ガス

約3.7倍 とそれぞれの 目標値 を設定しており,

昭和65年 度の輸入石油依存度 を現在の73%か

ら50%に 引き下げることを目標 としている。

2.わ が国のエネルギー研究開発経費

表1わ が国のエネルギー研究開発基本計画

のプロジェクト

(イ)原 子力開発

1.ウ ラ ン の製 錬 及 び転 換

2.遠 心分離 法に よるウ ラン濃縮

3.使 用 済燃 料 再処 理

4.放 射性 廃 棄 物 の処 理 処 分

5.プ ル トニウムの加工 及び取扱 い

6。 軽 水炉 の工 学 的安 全 研 究

7.新 型転 換 炉

8.高 速増 殖 炉

9.多 目的高 温 ガ ス 炉

10.核 融 合

11.原 子 力 船

科 技 庁

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

科技庁,文 部省

〃 運輸省

(ロ)化 石 エネル ギー の開発

L石 炭のガス化技術

2.石 炭の液化技術

3.海 底石油生産システム

通 産 省

〃

〃

政府は,こ のような石油代替エネルギーの

開発の重要性に鑑み,21世 紀 までを展望 して

今後おおむね10年 間に政府が中心 となって推

進する 丁エネルギー研究開発基本計画」 を定

め,原 子力をはじめとし,北 石エネルギー,

自然舌ネルギー,エ ネルギー有効利用に関す

る研究開発を,総 合的,計 画的に進めてお り,

国 として重要な課題は表1に 示すようにプロ

ジェクトとして強力に推進 している。

昭和56年 度予算におけ るエネル ギー研究

開発経費の総額は表2に 示すように3,625億

円で,前 年度予算3,162億 円に対 し14.6%増

の 自然エネルギーの開発

1.地 熱 エ ネル ギー 技術

2.太 陽光 及 び 熱 発電 シス テ ム

3.太 陽冷 暖 房 ・給湯 シ ステ ム

4.海 洋エ ネル ギー 技術

5.風 力エ ネル ギー 技術

6.バ イ オマ ス 利用 技 術

通 産 省

〃

〃

科技庁,通 産省

〃 〃

科技庁,通 産省

農水省

←)エ ネルギー有効利用技術の開発

1.電 磁 流 体(MHD)発 電

2.水 素 エ ネル ギー 技術

3.高 温還 元 ガス 利用 に よ る直

接 製鉄(原 子 力製 鉄)

4.資 源再 生 利 用 技術 シス テ ム

5.省 エ ネル ・ギー住 宅 シ ステ ム

6.廃 熱利 用 技 術 シ ス テム

7.農 林 水 産 業 に おけ る 自然 エ

ネ ル ギー の 有効 利 用 技術

8.高 効 率 ガス ター ビ ン

通 産 省

〃

〃

建

通

農

〃

設

産

水

省

省

省

通 産 省
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表2昭 和56年 度のエネルギー研究開発経費
(単位:億 円)

項 目 56年 度予算(55年 度予算) 備 考

1.エ ネルギー対策費中の研究開発費 3,444(2,990)

一般会計 1,768(1,701)

「エネルギー対策費」中の研究開発費 1,768(1,701) 科技庁,外 務省

通産省

特別会計 1,676(1,288)
!(1)「石炭並びに石油及び石油代替エネルギー対策特別 '523(350)

会計」中の研究開発費

〔
(イ)石炭勘定

(ロ)石油及び石油代替エネルギー勘定 〔
4(4)

519(346)

通産省,労 働省

〔
①石油対策

②石油代替エネルギー対策 〔
169(ユ43)

351(203)

通産省

通産省

(2)電源開発促進対策特別会計中の研究開発萱 1,004(820)

〔
(イ)電源立地勘定

(ロ)電源多様化勘定 〔
145(129)

859(691)

科技庁,通 産省

科技庁,通 産省

、(3)国立学校特別会計 ＼149(118) 文部省

2.エ ネルギ…研究開発関連経費 181(172)

一般会計 181(172)

(1)科学技術振興費中のエネルギー研究開発関連経費 181(172) 7省 庁

合 計 3,625(3,162) 14.6%増

つ

である。 その内訳はエネルギー対策費(一 般

会計:エ ネルギー対策費,特 別会計:石 炭並

びに石油及び石油代替エネルギー対策特別会

計,電 源開発促進対策特別会計,国 立学校特

別会計)中 の研究開発費3,444億 円(前 年度

2,990億 円),エ ネルギー研究開発関連経費,

(一般会計:科 学技術振興費)181億 円(前 年

度172億 円)と なっている。

エネルギー研究開発経費を各省庁別にみれ

ば,表3の ようになる。科学技術庁において

は,原 子力(動 力炉の開発,核 燃料サイクル

の確立,核 融合の研究開発等),新 エネルギー

(バイオマス,波 力発電等),省 エネルギー関

連等の研究開発に2,320億 円,環 境庁におい

ては,56年 度 より新たに国立試験研究機関に

おける石炭関係の公害防止等の試験研究に1

億円,外 務省においては原子力の平和利用を

積極的に促進 し,援 助す るため,国 際原子力

機関(IAEA)に 対す る分担金及び拠出金

21億 円,文 部省は核融合,原 子力,新 エネル

ギー ・省エネルギーの研究関係等に171億 円,

農林水産省はグリーンエナージ計画(農 林水

産業における自然エネルギーの効率的利用技

術に関する総合研究),バ イオマス変換計画,

(生物資源の効率的利用技術の開発に関する

総合研究)等 に171億 円を計上 している。通

商産業省においてはサ ンシャイン計画(太 陽

エネルギー,地 熱エネルギー,石 炭エネルギ

ー,水 素エネルギー等の研究開発),ム ーンラ

イ ト計画(廃 熱利用技術システム,MHD発

(〕
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電,高 効率ガスタービン,新 型電池電力貯蔵

システム,燃 料電池発電技術等の研究開発),

大型プロジェク ト(資 源再生利用技術 システ

ム,海 底石油生産システム等)等 に1,097億

円,運 輸省は船舶,自 動車の燃料に関する省

エネルギー対策の研究,波 力エネルギー利用

等の代替エネルギー対策の研究に約2億 円,

建設省は省エネルギー住宅システムに関する

研究開発に1億 円を計上 している。

表3昭 和56年 度の省庁別エネルギー研究開発経費

の

(単位:億 円)

省 庁 55年度予算 56年度予算 備 考

科学技術庁 2,140
(446)

2,320
(547)

原子 力,バ イ オマ ス,海 洋 エ ネ ル ギー 等

環 境 庁 一 1 国立機関公害防止等試験研究

外 務 省 18 21 IAEA分 担及び拠出金

文 部 省 133
(118)

171
(149) 核 融合,新 エ ネル ギー ・省 エ ネ ル ギー 研 究 等

農林水産省 10 12 グリーンエナジー計画,バ イオマス変換計画等

通商産業省 859
(724)

1,097
(980)

サ ン シ ャイ ン計 画,ム ー ン ライ ト計 画,大 型 プ ロ ジェ ク ト等

運 輸 省 1 2 省エネルギー,代 替エネルギー対策の研究

建 設 省 1 1 省エネルギー住宅システムの開発

合 計
3,162
(1,288)

3,625
(1,676)

14.6%増

辱

注)か っこ内(内 数)は エネルギー対策費としてカウントしている特別会計。

1(》

3.科 学技術庁の昭和56年 度エネルギー

研究開発経費

昭和56年 度科学技術庁のエネルギー研究開

発経費の概要を表4に 示す。エネルX'一一対策

費中の研究開発費はすべて原子力関係の研究

開発に使用されてお り,そ の内訳は一般会計

エネルギー一対策費1,647億2千2百 万円すべて

研究開発費であり,電 源開発促進対策特別会

計中の研究開発費の科学技術庁分 として546

億5千 万円(こ のうち,電 源立地勘定44億8

千7百 万円,電 源多様化勘化501億6千3百

万円)で ある。

エネルギー対策費中の研究開発費以外のそ

の他(エ ネルギー研究開発関連経費)と して,

新エネルギー,省 エネルギー関連及び地域エ

ネルギー等関連経費として23億2千8百 万円

を,ま た原子力開発関=連経費として102億7

千万円を一般会計(科 学技術振興費)に 計上

している。

以上,科 学技術庁の原子力及び非原子力エ

ネルギー研究開発経費の総額は2,319億7千

万円とな り,前 年度予算2,139億6千8百 万

円に比較 し8.4%増 となっている。なお科学

技術庁の昭和56年 度エネルギー対策経費(含

むエネルギー研究開発経費)は2,368億7千

5百 万円である。

以下で,原 子力と非原子力エネルギーに分

野 を大別 し,す こし立入ってその内訳の概要

を示すことにする。
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表4科 学技術庁の昭和56年 度エネルギー研究開発経費
(単位:百 万円)

項 目 55年度予算額 56年 度予算額 増 減 額

1.エ ネルギー対策費中の研究開発費 202,451 219,372 16,921

(1)一 般会計エネルギー対策費中の研究開発費 157,888 164,722 6,834

(2)電 源開発促進対策特別会計中の研究開発費 44,563 54,650 10,087

電 源 立 地 勘 定 4,123 4,487 364

電 源 多 様 化 勘 定 40,440 50,163 9,723

2.そ の他(エ ネルギー研究開発関連経費) 11,517 12,598 1,081

(1)エ ネルギー(原子力を除く)に関する研究開発関連経費 2,051* 2,328* 、277

(2)原 子 力開発関連経費 9,466 10,270 804

合 計 213,968 231,970 18,002

注)*年 度開始後の実行予定額を含む。

3.1原 子 力

最 も有望かつ現実的な石油代替エネルギー

である原子力の研究開発利用を強力に推進す

るため,予 算を一般会計及び特別会計に計上

し,安 全確保対策を一層充実 し,国 民の理解

と協力を求めつつ,所 要の施策 を積極的に推

進 している。

1)一 般会計

一般会計分 として1
,749億9千2百 万円を

計上 してお り,こ れは一般会計エネルギー対

策費1,647億2千2百 万円 と原子力開発関連

経費(科 学技術振興費)102億7千 万円を加

えた ものである。以下その内容について表5

に沿って施策別に説明する。

まず,「 原子力安全規制行政及び環境安全

対策」は,原 子力安全委員会の機能の充実な

どに必要な経費 として21億8千7百 万円を計

上 している。 「動力炉 ・核燃料開発事業団」

に必要な経費 として,一 般会計に780億3千

2百 万円を計上 しているが,後 述するように

電源開発促進対策特別会計においても,各 種

事業 を実施 しており,特 別会計の計上分 も加

えた同事業団の予算は1,259億2百 万円とな

6

っている。一般会計分の内容は,同 事業団に

おける高速増殖実験炉 「常陽」の運転 など新

型動力炉の研究開発 を進めるとともにウラン

資源の海外調査探鉱,ウ ラン濃縮パイロット

プラン トの建設等核燃料サイクルの確立のた

めの研究 を実施するための経費である。

「日本原子力研究所」においては,原 子炉

施設の安全性及び環境安全に関す る試験研究

をは じめ,臨 界プラズマ試験装置の建設など

核融合の研究開発及び多目的高温ガス炉に関

する研究開発等を行 うため,必 要な経費 とし

て794億2千2百 万円を計上 している。さら

に 「日本原子力船研究開発事業団」において

は,原 子力船 「むつ」の遮蔽改修,総 点検及

び新定係港の整備のほか,改 良舶用炉の研究

開発等 を行 うための経費 として68億5千6百

万円を計上している。また 「放射線医学総合

研究所」における試験研究及び関連研究施設

の整備等に必要な経費として50億3千9百 万

円,「 国立試験研究機関の試験研究」 として

17億3千8百 万円,「 理化学研究所における

原子力研究」のための経費 として9億2千7

百万円をそれぞれ計上 している。

●
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2)特 別会計

電源開発促進対策特別会計中の研究開発費

のうち,電 源立地勘定(研 究開発費のみ)に

おいては44億8千7百 万円を計上 している。

これは電源立地対策費のうちの原子力発電安

全対策等委託費であり,原 子力施設の安全性

に関する各種実証試験を実施するための経費

である。

電源多様化=勘定中の研究開発費は501億6

千3百 万円である。これは 「動力炉 ・核燃料

開発事業団」における高速増殖原型炉 「もん

じゅ」の建設等新型動力炉の開発,東 海再処

理施設の運転等使用済燃料再処理技術の開発

及びウラン濃縮技術の開発に必要な経費 とし

て478億7千 万円を計上 したほか,「 その他」

として,新 たに開始する廃炉技術の開発,原

子力施設の従事者の被ばく低減化技術の開発

を含む各種研究開発を推進するための経費 と

して22億9千3百 万円を計上している。

以上,電 源立地勘定分 と電源多様化勘定分

の研究開発費を合せ た電源開発促進対策特別

会計中の研究開発予算は456億5千 万円 とな

り,こ れに一般会計計上分1,749億9千2百

万円を合わせた原子力関係の研究開発経費の

総額は2,296億4千2百 万円 となり,こ れを

前年度の予算額 と比較すると,177億2千5

百万円の増額(8.4%増)と なっている。

3.2原 子力以外のエネルギー

科学技術庁では,上 記原子力以外のエネル

ギーの研究開発の推進のために56年 度23億2

千8百 万円を計上 している(表5)。

この うち,新 エネルギーの研究開発 として

2億6千8百 万円を計上 してお り,こ れは,

理化学研究所における太陽光エネルギー変換

技術などバイオマスの調査 ・研究及び海洋科

学技術センターにおける波力発電に関する研

究開発など,海 洋エネルギー利用研究開発を

実施するためのものである。

次に,省 エネルギー等研究開発の推進にユ9

億8千3百 万円を計上 している。この内訳は,

金属材料技術研究所における超電導材料,セ

ラ ミックス粒子分散強化型高性能複合材料の

研究,無 機材質研究所における超高温耐熱セ

ラ ミックス材料の研究等エネルギー関連材料

の研究開発に3億4千1百 万円,資 源調査所

のエネルギー貯蔵に関す る調査に6百 万円,

新技術開発事業団におけるアモルファス材料

の電力 トランスへの利用に関する研究開発な

どエネルギー関連研究開発の実用化 を計るた

めの経費16億3千6百 万円を予定 している。

また,自 然エネルギーの卓越 している地域

において,そ の地域に最適な組合せ地域エネ

ルギー利用システム を設置して実証調査を行

い,地 域エネルギー利用の指針を明らかにす

る地域エネルギー総合利用実証調査等に7千

7百 万円を計上 している。

以上,昭 和56年 度予算にみるわが国のエネ

ルギー研究開発の概要及び科学技術庁におけ

る昭和56年 度のエネルギー研究開発の要点に

ついて記述 した。政府の昭和56年 度一般会計

予算は,経 費の節減合理化に努力し,国 債費

と地方交付税以外の一般歳出は,対 前年度比

4.3%増 と昭和31年 以来の低い率に抑制 され

ている。このような厳 しい,歳 出抑制努力の

中で,エ ネルギー研究開発経費は14.6%増 と

その伸び率は大きく,原 子力を始めとする石

油に代るエネルギーの開発利用の推進,石 油

節約を中心 とする省エネルギーの推進等に予

算を重点的に配分 し,中 長期的な見地に立 っ

て,わ が国の石油に大 きく頼 り切ったエネル

7
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ギー供給構造の改善が進められている。(い しだ ひろと 科学技術庁計画局資源課長)

表5科 学技術庁の昭和56年 度エネルギー対策関連経費の内訳
(単位:百 万円)

項 目 55年 度予算額 56年度予算案 備 考

1原 子力研究開発利用の推進 211,917 229,642

1.一 般 会 計 167,354 174,992

(1)原 子力安全規制行政及び環境 2,112 2,187 原子力安全委貝会
安全対策

放射能廃棄物処理処分対策

放射能測定調査研究

保障措置,核 物質防護対策等

(2)動 力炉 ・核燃料開発事業団 81,465 78,032 動力炉の開発

ウラン資源の海外調査探鉱

ウラン濃縮技術の開発等

(3)日 本原子力研究所 69,544 79,422 安全性の研究

核融合の研究開発

多目的高温ガス炉の研究等

(4)日 本原子力船研究開発事業団 6,451 6,856 原子力船 「むつ」の改修 ・総点検及び
新定係港の建設等

(5)放 射線医学総合研究所 4,475 5,039 内部被ば く実験棟の建設

低レベル放射線影響研究等

(6)国 立試験研究機関の試験研究 1,634 1,738 各省庁原子力試験研究費一括計上

(7)理 化学研究所の原子力研究 911 927 重イ廿 ン加速器の建設等

(8)そ の他 762 791 原子力委員会

璽 原子力平和利用研究の委託等

2.電 源開発促進対策特別会計中の 44,563 54,650

研究開発費

(1)電 源立地勘定 4,123 4,487

電源立地対策費 .4,123 4,487

うち原子力発電安全対策等 4,123 4,487 大型再冠水効果実証試験等8課 題
委託費

再処理施設の耐震安全性実証試験

再処理施設の環境放射能総合調査

(2)電 源 多様化勘定 40,440 50,164

① 動力炉 ・核燃料開発事業団 39,688 47,870

(イ)新 型動力炉の開発 20,095 23,440 高速増殖炉 「もんじゅ」の建設

新型転換炉実証炉に関する研究開発

新型転換炉 「ふげん」の運転等

8
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項 目 55年 度予算額 56年度予算案 備 考

(ロ)使 用済燃料再処理技術の 13,434 18,878 再処理技術開発
開発

高レベル放射性廃棄物処理処分技術開
発

再処理施設の整備

硝酸プル トニウム転換施設の建設等

の ウラン濃縮技術の開発 6,159 5,552 原 型 プ ラン ,トの 設 計

遠心分離機の性能向上等の研究開発等

② そ の 他 752 2,293 化学法ウラン濃縮技術開発の助成

廃炉技術開発委託

民間再処理工場の環境安全 ・保障措置

技術開発委託

被ばく低減化技術開発委託等

IIエ ネ ル ギー(原 子 力 を除 く)に 関 2,051 2,328

する研究開発の推進

1.新 エ ネル ギー研 究 開 発 312 268

(1)バ イ オマ ス研 究 開 発 ・194 212 太陽光エネルギーの生物的 ・化学的変

換等

(2)海 洋エネルギー利用研究開発 118 56 波力発電に関する開発

黒潮エネルギー基礎調査

2.省 エネルギー等研究開発 1,727 1,983

(1)エ ネルギー関連材料の研究 304 341 金属材料技術研究所特別研究
(超電導材料,セ ラミックス粒子分散
強化型高性能複合材料)

無機材質研究所特別研究
(超 高 温耐 熱 セ ラ ミッ クス,チ タン酸

カリウム繊維)

(2)エ ネル ギー貯 蔵 3 6 エネルギー貯蔵に関する調査

(3)エ ネルギー関連研究開発の実 1,420 1,636 新技術開発事業団による開発費(予定)
用化促進 (予定額) (予定額) の う ちエ ネ ル ギー 関連 テー マ(ア モル

ファス総合研究,連 続製鋼法による自

動車スクラップ等)

3.地 域エネルギー総合利用実証調 12 77 地域エネルギ=一総合利用実証調査等
査等

合 計 213,968 231,970 8.4%増
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昭和56年 度予算にみ る通商産業省の

エネルギー技術開発の重点

横 山 勝 雄
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1.総 合エネルギー政策の考え方

(1)エ ネルギーは経済社会及び国民生活の

維持 ・発展のための最 も基本的な要素であ り

我が国が今後 とも順調に経済発展を遂げ,国

民福祉 を向上させてゆ くためには,エ ネルギ

ーの安定供給を確保することが最 も重要な政

策課題である。特にエネルギーの大宗 を海外

からの石油輸入に依存する反面,世 界有数の

エネルギー消費国である我が国に とっては,

経済安全保障の観点からもエネルギー問題へ

の適切な対応が不可欠である。

(2)国 際的にも,厳 しいエネルギー情勢が

続 く中で,昨 年(1980)・6月 のヴェニスサ ミ

ッ トをはじめ,エ ネルギー問題への対処な く

しては,他 の問題に取 り組むことが不可能 で

あることの認識が浸透 しつつあ り,石 油消費

と経済成長の リンクを断つためのあらゆる政

策を遂行してい くこととされている。

(3)こ うした中で,昨 年11月28日 には,石

油代替エネルギーの供給 目標が閣議i決定され

民間の最大限の理解 と努力,政 府の重点的か

つ計画的な政策の遂行及び官民の協力の一層

の強化を前提 として,昭 和65年 度には,石 油

代替エネルギーで全エネルギー需要の少なく

とも50%を 賄 うことを目標 とすることが政策

の基本に据えられた。

(4)我 が国としては,内 外の厳 しい状況の

中で,世 界有数の経済力を達するに至った国

民の叡智 と活力を十分発揮 して,エ ネルギー

問題を克服 し,我 が国経済社会の発展基盤を

確たるもの として次代に引き継 ぐとともに,

世界全体のエネルギー問題の解決に貢献する

ため,今 後 とも全力を傾注していく必要があ

る。

このため政府としては,① 石油の安定供給

の確保,② 石油代替エネルギーの開発導入,

③省エネルギー対策の推進等の総合エネルギ

ー政策(=エ ネルギー安全保障の確立)を 強

力に展開 してい くこととしている。

2.エ ネ ルギ ー一技術 開発の性格

エネルギー戦略の展開に当たっては,主 と

して海外におけるエネルギー資源の手当て と

並んで,エ ネルギー技術開発に寄せ られる期

待を果たす役割は極めて大きい。

すなわち,エ ネルギー技術開発は,

第1に,未 利用石油資源の開発,石 油代替

エネルギーの開発等により,エ ネルギー供給

制約の天井 を高めること。

第2に,石 油代替エネルギーの利用技術の

♂

○
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ローカルエネルギー開発利用

石油代替エネルギー技術開発の推進

産業におけるエネルギー 石油代替エネルギー利用促進融資
転換の促進

ソーラーシステム ・ガス冷房の普及

石油消費節減エネルギー使用合理化

省エネルギー技術研究開発

エネルギーコミュニケーションの推進

国際資源エネルギー政策の展開

図1昭 和56年 度 総合エ ネル ギー政策 の体 系

6

辱

開発,エ ネルギーの効率的利用 を促進する技

術開発政策により,エ ネルギー需要サイ ドの

選択の巾を拡げ,体 質 を改善すること。

第3に,石 油代替エネルギー供給の拡大は

高騰を続ける石油価格 を牽制 し,エ ネルギー

価格の安定 を図 り得ること。

第4に,エ ネルギーの大輸入国であ り,技

術先進国である我が国にとってのいわば国際

的責務であること。

等の効用,性 格 を有 してお り,こ れを強力

に進めることが必要である。

一方でエネルギー技術開発は,

一11一
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① 安全保障の確保 という戦略的側面が極

めて強 く,一 般の産業技術よ りはるかに,国

際関係,政 治問題などの経済外的な要因に左

右されやすい。

② 常に国際競争下にあって,開 発競争,

コス ト競争等に遅れをとった場合,そ れまで

の開発成果を放棄 して他のシステムを導入せ

ざるを得ないことも少なくな く,リ スクが大

きい。

③ タイムリーな実用化が至上課題であり,

その実用化に際しては,他 の産業以上に社会

・経済システム全体への受入れが大 きな課題

となるため,技 術的 ・経済的確立に加え,社

会的な意識 価値観などの流動的な要素 を評

価 しつつ,導 入することが必要 となる。

④ 一般に,巨 大科学技術 としての性格を

有するものが 多く,人 的投資,資 本,懐 妊期

間,開 発リスク等が大 きいので,そ の負担に民

間セクターのみでは対応 しに くいものが多い。

等の特質 を有しておワ,エ ネルギー技術開

発の早期実用化 を図るためには,総 合的な戦

略のもとに,最 も効率的な開発を追求するこ

とが不可欠である。.

以上のような認識にたって今後 ともエネル

ギー技術開発 を前進させていきたいと考えて

いるが,以 下では,通 産省が56年 度において

実施する主要なエネルギー技術開発項目の概

要 を紹介することとしたい。

3.56年 度予算にみるエネルギー技術開発

の重点項 目とその概要

3.1ス キーム

通産省におけるエネルギー技術開発は,工

業技術院,資 源エネルギー庁が主たる担当部

局であるが,こ の他国際協力関係プロジェク

トの一部は通商政策局が,住 宅の省エネルギ

ー,新 エネルギー導入プロジェクトは生活産

業局が,バ イオマス対策は基礎産業局その他

が,原 子力発電支援システムは機械情報産業

局が,と いったように,全 省全局 を上げてエ

ネルギー技術開発に努めている。

工業技術院では,従 来から新エネルギー(石

炭液化,ガ ス化,地 熱,太 陽,水 素その他)

についてサンシャイン計画により,ま たエネ

ルギーの効率的利用(高 効率 ガスタービン,

廃熱有効利用技術等)に ついてムーンライ ト

計画により技術開発に取 り組んできてお り,

専 門の担当セクションや付属研究所での取組

みも整備 されている。一方,資 源エネルギー

庁では,エ ネルギー技術開発のための独立 し

たセクションはないが,エ ネルギー供給の確

保のためのエネルギー関連技術の開発をそれ

ぞれの課の政策 として取組んでお り,民 間企

業あるいは研究組合への委託,補 助事業の形

で実施 しているところである。

なお,55年10月 には,新 エネルギー総合開

発機構が発足のはこびとなり,前 述の工業技

術院のもの と併せ,資 源エネルギー庁のプロ

ジェクトの幾つかについて官民一体の開発の

場が一層整備されてきている現状である。

予算の受け皿 としては,通 常の一般会計の

他に,特 別会計が用意されてお り,金 額的に

は大半 をこの特別会計が占めている。

特別会計には,① 石炭並びに石油及び石油

代替エネルギー特別会計,② 電源開発促進対

策特別会計の2つ があ り,4つ の勘定に別れ

てお り,そ れぞれの分野の技術開発プロジェ

クトにつき予算計上 を行っている(図2参 照

ここでは特別会計全体のシステムを参考 とし

て示す)。
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原重油関税
640円/k2

石 油 税
3.5%

石 特 繰 入 等

関 税1,273 石 炭 並 び に石 油3
,300

剰余金114鷺 攣 艦 蒋
別会計

灰 勘
1,387

・合理化安定対策

。鉱害対策

・産炭地域振興対策

(。労働省分)

税収

1,024

(21.5銭/kWh)

電源開発促進税
30銭/kWh

石油及び石油代替エネルギー勘定
3,613

石 油対策 石油代替エネルギー対策
3,056557

開発

備蓄

技術開発

海外炭開発

導入促進対策

技術開発

〔電源開発促進対策特別会計〕

電源多様化勘定
1,024

税 収405

(8.5銭/kWh)

剰 余 金290

。供給確保対策

。導入促進対策

・技術開発

。原子力

(。科技庁分)

一
石油代替エネルギー対策計1,581

電 源立 地 勘 定
695

電源立地対策交付金

電源立地特別交付金

原発安全対策

`

特別会計合計6,719

(単位:億 円)

図2昭 和56年 度エネルギー関係特別会計

ゆ

なお,一 般会計 と特別会計の分担について

は,技 術開発プロジェクトの段階及び性格か

らみて実用段階に近 く受益者(特 別会計の収

入 を負担する者の意)負 担にな じむ ものを特

別会計の対象 とし,基 礎的初期開発段階にあ

り,実 用化までに相当の長期間を要す るもの

等については,具 体的に受益者が特定 し得な

いために一般会計の支出対象 としている。

3.2石 油関連

1)石 油開発技術

(1)未 利用炭化水素資源開発技術(新 規)

オイルシェール開発技術について56年 度か

ら5年 計画でパイロットプラン トによる実験

を含む研究 を通 じ採掘,粉 砕,乾 留,環 境保

全にわたる開発システムを確立する。オイル

シェールは,原 始埋蔵量が3兆 バー レル(石

油のそれは2兆 バーレルと見られている)あ

るとみ られてお り,原 油価格の上昇によりこ

の資源の開発が大 きく期待 されているもので

ある。

(2)海 底石油生産システム

大水深(300m以 深)海 洋油田か らの石油生

産に有効で,か つ 日本周辺の大陸棚及び大陸

斜面に適用可能なシステム技術を開発するも

のであり,工 業技術院大型プロジェク トの一

環 として,53年 度か ら7年 計画で実施 してい

るものである。

(3)石 油資源遠隔探知技術(新 規)

人工衛生 を利用 した高度 リモー トセンシン

グ技術を石油探査に活用するための技術基盤

を確立す るため,衛 星データの処理 ・解析技

術の研究開発等を行 う。

(4)そ の他の石油開発技術

石油公団石油開発技術センターにおいて,

改良型水攻法及び高精度地震探鉱法の開発 を

実施 しているほか,水 溶性天然ガス適正採取

技術調査,海 洋石油生産プラッ トホーム開発,

海洋石油高能率掘進技術の開発調査を行 う。

2)重 質油対策技術(一 部新規)

輸入原油の重質化及び石油製品需要の軽質
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化に対処することが必要であ り,54年 度か ら

4年 計画で重質油分解技術,劣 質残油の有効

利用技術(製 鉄部門)を 中心 とする重質油対

策技術開発を実施中である。加 えて56年 度か

ら新たに,4年 計画で重質油分解過程で生ず

る残渣物の有効利用技術(都 市ガス原料,低

廉水素製造)の 開発に着手する。

3)新 燃料油技術

1980年 代後半から1990年 代にかけてのエネ

ルギー不足に対処するため,そ の開発及び導

入の早期実現性の高い新流体燃料油 を原油を

べ一ス とせずに製造する技術を55年度から7

年計画で開発中である。

技術開発の内容 としては,@合 成ガスを原

料 とする合成アルコール及び軽質合成炭化水

素油の製造,⑤ オイルサ ンド油,オ イルシェ

ール油等 を効率良 く改質精製することのでき

る触媒及びプロセス,◎ バイオマス資源(現

在,未 利用の稲わら,さ とうきびかす等)を

高効率で分解,醸 酵させ ることのできる醗酵

菌体及びプロセスに関す るものである。

更に,新 燃料油の円滑な導入 を図る観点か

ら,ア ルコールに混合燃料,バ イオマス資源

からの燃料油(石 油植物,木 材のガス化によ

る燃料油等)の 生産可能性,経 済性等につい

て所要の調査 を行 う。

4)そ の他

この他,石 油 ・LPG備 蓄技術調査,長 距

離海底パイプライン技術開発調査等を実施す

る。

3.3原 子力関連

1)原 子力発電の安全性確保,信 頼性向上

技術

(1)軽 水炉改良標準化調査及び技術確証試験

(新規)

第1次(51～52年 度),第2次(53～55年 度)

軽水炉改良標準化の成果 を踏まえ,運 転期間

の長期化等の改良を行 うことを目的 とす る第

3次 改良標準化に着手する。また,被 ば く・

負荷追従問題に対 し,原 子炉内蔵型再循環ポ

ンプ設備及び高性能燃料の実用化のための確

証試験を56年度から7年 計画で行なう。

(2)実 用発電用原子炉 自動検査装置等実証試

験(新 規)

原子力発電所の諸検査等に伴 う被ば くを低

減化するため,作 業の自動化,機 械化 を促進

することとし,民 間のこれら事業に対し補助

を行 う。

(3)原 子力発電施設信頼性実証試験

原子力発電施設の安全性を確保するため,

主要な原子力発電設備について地震時におけ

る安全 ・信頼性 の実証及びバルブ等の熱影

響部やポンプ等について苛酷な運転条件にお

ける信頼性実証試験 を行なう。

(4)安 全解析コー ド

原子力発電所の設置許可等に際して申請者

が行った安全解析結果をクロスチェックする

ための安全審査用 コー ドを55年度から6年 計

画で開発中である。また,併 せて耐震解析 コ

ー ドの開発も行っている。

(5)実 用発電用原子炉廃炉設備確認試験(新

規)

近い将来現実化する廃炉に備 え,廃 炉技術

のうち,安 全性 ・信頼性の観点から特に重要

な遠隔切断装置,コ ンクリー ト表層はく離技

術について56年 度から7年 計画で開発に取 り

組む。この他廃炉技術基準等確立調査を実施

している。

(6)原 子力発電支援 システム開発

大型化 ・高度化 した原子力発電プラントの
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異常状態 ・原因を把握 し,運 転員に的確な指

示を与えるためのインス トラクションシステ

ム,1格 納容器内自動点検システムか らなる同

システムの開発 を55年度か ら5年 計画で着手

している。

2)新 型炉等の開発 ・利用の推進

(1)発 電用新型炉利用システム開発調査(新

規)

消費する燃料 よりも生産す る燃料が多い高

速増殖炉の開発及びこれを補完する炉 として

の重水炉の開発 ・利用が重要であるため,こ

れらの炉の技術面,経 済面 を中心 とした調査

を行 う。

(2)中 小型軽水炉の開発調査

需要の規模,地 域の実情に応 じ,き め細か

く対応できる中小型軽水炉の実用化について

フィージビリティ調査を行 う。

(3)軽 水炉におけるプル トニウム

軽水炉においてプル トニウム燃料 を実用規

模で利用す るための調査 を行 う。

3)核 燃料サイクルの確立

(1)海 水ウラン回収システム技術確証調査

全面的に海外に依存 しているウラン資源に

ついて,ナ シ ョナルセキュ リティの確保 及

び資源国に対するバーゲニングパワーの形成

の観点か ら,海 水か らウランを回収する本シ

ステム技術の確立を56年 度か ら6年 計画で行

う。

② 化学法 ウラン濃縮技術

ナショナル プロジェク トとして開発中の

遠心分離法 を補完す るもの として,最 小経済

単位が小 さく核拡散防止等の点で優れた化学

法について,55年 度から6年 計画で開発に着

手 している。

(3)第2再 処理工場技術確証調査

民間企業が行 う第2再 処理工場の建設に当

たっては国産技術 を基本 とすることにしてお

り,再 処理主要機器及びプロセスについて信

頼性及び稼動率の向上を図ることが重要 であ

るため,55年 度から6年 計画で確証試験を実

施 している。

(4)放 射性廃棄物安全性実証試験

現在,低 レベル放射性廃棄物は発電所敷地

内の貯蔵施設に貯蔵されているが,周 辺住民

の不安 を解消す るため,こ れが どのような事

態においても安全であることを確認する。

(5)海 外再処理返還固化体受入システム開発

調査(新 規)

海外再処理委託契約に基づ く再処理により

発生する高 レベル放射性廃棄物は,1990年 以

降我が国への返還が予定 されているため,こ

れらの廃棄物受入システムについて開発調査

を実施する。

3.4石 炭関連

1)採 炭技術

急傾斜採炭,緩 傾斜採炭,掘 進運搬,炭 鉱

操業,精 炭の各分野で機械化,リ モコン化,

自動化等 を進めることとしている。

2)石 炭の利用技術

(1)石 炭利用技術の振興

流動床燃焼技術,COM製 造技術,石 炭の

ハン ドリング技術,排 煙処理技術等について

昭和60年 頃の実用化 を目途 として開発を推進

中である。

(2)石 炭火力発電所等関係技術の実証(一 部

新規)

石炭火力発電所の建設及び石油火力発電所

の石炭等への燃料転換を推進するため,環 境

保全対策技術及び石油火力のCOM転 換技術

等次にあげる技術について実証試験,調 査を
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行 う。

①石炭火力のばい煙処理技術:25万kW級 発

電所で全量脱硝 を行って実証する。

②石炭火力の乾式脱硫技術:現 在実用化 し

ている湿式に比べ用水量,コ ス トが小さ

い同技術の実証 を50万kW級 の発電所で行

う。

③石炭火力の高性能集 じん技術(新 規):石

油火力については電気集 じん器技術が完

成 しているが,石 炭火力用のものの開発

実証 を行 う。

④石炭火力の灰処理集中灰捨場立地予備調

査

⑤石油火力のCOM転 換実証試験:35万kW

級をCOM焚 に改造 し実証運転 を行 う。

⑥石油火力のメタノール転換等実証試験

(新規):メ タノールの発電用燃料実用化

推進のため,供 給可能性調査,環 境安全

性実証試験等 を行 う。

3)石 炭液化技術.

(1)サ ンシャイン石炭液化技術

我が国固有の石炭液化技術の早期実用化 を

図るため,溶 剤抽出法,ソ ルボ リシス法及び

直接水素添加法の3液 化法の並行開発 を進め

る。特に溶剤抽出法については,従来の1t/日

プラン トの成果をもとに,250t/日 プラン ト

の概念設計に着手するとともに,豪 州褐炭 を

対象 とした50t/日 プラントの建設に着手す

る。また,ソ ルボリシス法及び直接水添法に

ついては,そ れぞれ1t/日 プラン ト,2.4t/

日プラン トによる技術開発を実施する。

(2)SRC-IIプ ロジェク ト

昨年7月31日 正式参加 した日米独によるS

RC-IIプ ロジェクト(方 式としては溶剤処

理液化法の一種)を 推進する。プラント規模

は6,000t/日,開 発期間は55年 度から10年計

画である(最 近,米 国政府の方針変更により

今後の計画,規 模 は変 りうる)。

(3)EDSプ ロジェクト

エ クソングループを中心に行われているE

DS液 化プロジェクト(250t/日 プラン ト)

に54年 度から7年 計画で参加 している。

4)石 炭ガス化技術(サ ンシャイン計画の

一環)

(1)石 炭高カロ リーガス化技術

LNG,LPG,都 市ガス等に代替するガ

ス体エネルギーを石炭から製造す る技術の開

発を目的 として,54年 度から福島県いわき市

に建設中の7,000m3/日 級プラン トを完成させ

るとともに,新 ガス化プロセスの研究に着手

し70年 までに実用化プラン トを製造する。

(2)石 炭低 カロリーガス化技術

石炭 を原料 としたクリー ンな発電用低カロ

リーガスを製造する技術及びこれ と連けいす

る複合サイクル発電システムを開発する。49

年度 より開始 され,60年 代前半に実用化する

見通 しで,北 海道夕張市に建設 した40t/日

プラン トの運転研究 を続けるとともに,1,000

t/日(10万kW相 当)装 置の設計を行 う。

3.5太 陽関係技術

1)太 陽熱発電

55年度に香川県仁尾町において建設を完了

したタワー集光及び曲面集光2方 式太陽熱発

電パイロッ トプラント(い つれも1千kW級)

について運転研究 を行 う(新 機構実施)。

2)太 陽光発電 システム

60年 代初めにおける太陽光発電の本格的実

用化に向けて,太 陽電池の製造技術及び発電

利用システムについて,

①太陽電池用シリコンの低廉精製プロセス
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の開発

②太陽電池パネルの連続大量生産ラインの

開発

③太陽電池デモンス トレーション(学 校,

工場,住 宅)シ ステムの開発

④集中型太陽光発電システムの開発

また,こ れ と併せて将来における太陽電池

の大巾なコス トダウンの可能性 を追及す るた

め,ア モルファス(非 晶質)太 陽電池の研究

開発 を行 う。

3)産 業用ソーラーシステム実用化技術開発

カスケーデ ィング ヒー トプロセス型ソー

ラー システム及びフィックス ト ヒー トプロ

セス型ソーラー システムについて,55年 度か

ら5年 計画でデモンス トレーションシステム

を建設し,運 転研究を行 う。

4)太 陽エネル ギー利用海水淡水化 技術

(新規)・

中東地域において加速的実証試験 を行 う。

5)自 然エネルギー利用住宅システム(新規)

新住宅開発プロジェクトの一環 として,住

宅における自然エネルギーの利用技術の開発

を行 う。

3.6地 熱エネルギー

1)大 規模深部地熱の開発

60年代 はじめにおける大規模深部地熱発電

の本格的開発 を加速化するために,以 下の調

査 を前年度に引き続いて行 う。

(1)全 国地熱資源総合調査

全国の地熱資源のマ クロ的な賦存状況を把

握 して 自国土地熱基本図」 を作成す ることを

ねらいに,宇 宙 ・空中調査(リ モー トセンシ

ング)技 術等最先端の調査方法を結集 して,

全国の地形構造,地 質状況,地 下の熱 ・温度

分布等を調査することにより,「 国土地熱基

本図」を作成する。

(2)地 熱探査技術等検証調査

探査技術 を確立することをね らい として仙

岩地区(秋 田県,岩 手県)及 び栗駒地区(宮

城県)を 対象に各種地表調査及びボー リング

調査 を実施す るとともに総合解折 を行 う。

(3)大 規模深部地熱発電所環境保全実証調査

豊肥地区(熊 本県,犬 分県)に おいて,53

年度か ら実施 している環境影響等の事項につ

いての実証調査 を継続する。

2)高 温岩体発電システム

エネルギー分野における日米科学技術協力

協定に もとつ いて,米 エネルギー省が55～59

年度ニュー メキシコ州 ロスアラモス研究所に

おいて高温の岩体か ら人工的に熱出力2～5

万kWの 地熱エネルギー を抽出す ることを目標

に開発中の高温岩体発電システムプロジェク

トを推進す る。

3)深 層熱水供給システム

非火山性深層熱水の多目的利用を図るため

及び熱水供給システムの確立のため,秋 田市

南部においてデモンス トレー ションシステム

を開発す るための試験井調査等 を行 う。

4)熱 水利用発電プラン ト

蒸気 とともに併出する熱水エネルギーの利

用を促進す るため,バ イナ リー発電プラント

(1万kWプ ラン トのための要素研究),ト ータ

ルフロー発電プラン ト(300kWプ ラン トの試作

研究)の 開発研究 を行 う。

5)地 熱発電所環境保全技術調査

自然公園等に立地する地熱発電所のための

自然景観等に係る環境保全技術 ・手法の開発

を行 う。

3.7省 エネルギー技術

省エネルギーを推進してい くうえで技術開

発の 占め る役割は極めて重大であり,こ のた

め53年 度から工業技術院ではムーンライ ト計
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画をスター トさせている。

1)大 型省エネル¥・.一一一技術研究開発

研究開発に多額の資金 と長期間を要す るな

ど民間企業のみで行 うことが困難な技術研究

開発課題について,国 立試験研究所,民 間企

業等の力を結集して研究開発を行っている。

(1)廃 熱利用技術システム

総エネルギー一消費量のうち6割 は鉱工業部

門で占め られるが,更 にその5割 は廃熱 とし

て放 出されている。このため,産 業部門での

廃熱利用 を推進することが必要 となる。51年

度か ら6年 計画で,熱 回収,熱 交換技術,熱

輸送,熱 貯蔵技術について要素技術 とトータ

ルシステムの研究開発を進めている。

(2)電 磁流体(MHD)発 電

高温の燃焼ガスを強い磁場 中に通過させて

発電する方式で,56年 度は前年度 までに開発

された実験機(マ ー ク冊)を 用いて運転研究

を行 う。

(3)高 効率ガスター ビン.

一次エネルギーか ら電力への変換効率は約

40%と 低いので,ガ スタービンと蒸気 タービ

ンを組合せ た効率の高い(55%)複 合発電シ

ステムを開発す るもので,53年 度か ら7年 計

画で進めているが,前 年度に引き続いて10万

即級パイロットプラン トの建設を行 う。

(4)新 型電池電力貯蔵 システム

電力の負荷平滑化 を図 り,電 力系統全体の

省エネルギー及び石油代替電源の促進を図る

ため,高 性能,大 容量の新型電池を開発する

もので,55年 度か ら11年計画で着手している。

56年度は,ナ トリウムーイオウ,亜 鉛一ハロ

ゲン,レ ドックスフロー型のlkW級 新型電池

の要素研究及び模擬試験装置を用いたシステ

ム解析等を実施する。

(5)燃 料電池発電技術(新 規)

天然ガス等 を燃料 とす る水素 と大気中の酸

素 とを電気化学的に反応させることにより発

電を行 う燃料電池を開発し,小 規模分散型発

電システムを確立する。本研究では,出 力数

10kW～ 数1,000kW級,発 電効率40～50%の 燃

料電池の実用化 を目的 とし,ア ルカリ型,リ

ン酸型,溶 融炭酸塩型,固 体電解質型のそれ

ぞれについて研究開発 を行 う。

2)先 導的基盤的省エネルギー技術

将来の省エネルギー技術の芽 となるような

課題について,工 技院傘下の試験研究所にお

いて研究開発を行 う。56年 度は超電導送電,

スター リングエンジン等12テ ーマについて継

続して研究開発を行 う他,新 たに燃焼技術の

高度化(完 全燃焼 を維持しつつ,空 気混合比

率を最少限に抑える技術)に 着手する。

3)省 エネルギー国際協力事業

国際エネルギー機関(IEA)に おける省

エネルギー技術に関する調査,研 究等につい

て協力の分担 を行 う。53年 からカスケーディ

ングプロジェクト,54年 から改良型 ヒー トポ

ンプシステムに参加 している。

4)省 エネルギー ソフ トウェア調査

資源有効利用による省エネルギー可能量調

査(製 品のライフサイクルエネルギーを検討

することによる省エネルギー製品開発)及 び

エ クセルギー評価方式確立調査(エ ネルギー

の消費のフロー を質 と量の両面から検討する

ことによる最適利用方法の確立)に ついて研

究を行 う。

5)省 エネルギー技術開発の誘導

民間企業等が行 う省エネルギー技術開発に

対して補助 を行っている。56年 度は,電 気冷

蔵庫の省エネルギー化競争開発 を引き続き行
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うほか,生 産プロセス及びエネルギー消費機

器の省エネルギー化技術に対 し助成 を行 う。

3.8そ の他の分野

1)水 素エネルギー関係技術

電気分解法水素製造プラン トの実用化に向

けて,20Nm3/時 のパイロッ トプラン トの設

計,製 作に着手する。

2)海 洋温度差発電

1,000kW級 プラン トの開発に向けて新発電

システムの開発,各 種要素技術の研究の拡充

及び海況調査 を行ってフィージビリティを評

価するP

3)風 力発電

100kW級 パ イロッ トプ ラン トを建設 し,エ

ンジニア リング的課題の解明に努める。

4)海 水揚水技術実証

わが国の自然特性から,今 後開発が期待 さ

れる海水揚水発電所の建設可能性について,

材料,環 境等の実証的な調査 を実施する。

5)発 電 ダム堆砂排除総合システム

貯水池内の排砂処理及び骨材等への有効利

用に関す る総合システム開発のための調査 を

実施する。

6)燃 料電池デモンス トレーション事業

電気事業用4,800kW級 燃料電池を利用 した

総合エネルギーシステムを61年 度を目標に確

立する。

7)石 油代替エネルギー関係技術及び新発

電技術実用化開発

民間企業が行 う上記技術開発への補助,前

者は55年 度スター ト,56年 度の新規分 として

は小型ガス冷房機等を予定 している。後者は

56年度スター トでイオン交換膜利用メタノー

ル直接発電等を対象 とする予定。

8)そ の他

この他,直 接エネルギー対策 として行 って

いるプロジェクトではないが,関 連プロジェ

クトとして,バ イオマス利用,重 質油を原料

とす るオレフィン製造,資 源再生利用技術,

高温還元ガス利用直接製鉄がある。

(よ こや ま かつお 通産省資源エネルギー

庁長官々房鉱業課)

表1昭 和56年 度エネルギー技術開発関係予算の概要(通 産省)

石 油 石 油 開 発

()は 昭和56年 度予算額(一 般会計分も
含む)単 位:百 万円

未利用炭化水素資源開発技術(1,246)

海底石油生産システム(3,396)

石油資源遠隔探知技術(1,016)

改良型水攻法(146)

高精度地震探鉱法(36)

海洋石油高能率堀進技術開発調査(64)

海洋石油生産プラットホーム開発(23)

水溶性天然ガス適正採取技術調査(155)

重 質油対 策一[翻 繍 繍 欝 藷難纏 ∵ll
,,

新燃料油開発一[頚 灘 灘 灘 稽薦補助金(3'566)

備 蓄一τ=館 欝 織 繍 釜
(、)

流 通 長距離海底パイプライン技術開発調査(170)
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原 子 力
"t"全性確保 ・信頼性 原子力発電設備改良標準化調査(201)

向上 軽水炉改良技術確証試験(738)

実用発電用原子炉自動検査装置等実証試験(338)

原子 力発電施設信頼性実証試験(6,172)

原子力発電所新立地方式検討調査(6)

廃炉技術基準等確立調査(36)

実用発電用原子炉廃炉設備確証試験(40)

原子 力発電支援システム(1,104)

'''"全解析コー ド・耐震信頼性コー ド(1 ,861)

轡 　 El鰹 灘 灘lll∴
核燃料サイクルの確 海水ウラン回収システム技術確証(373)
立 化学法ウラン濃縮技術(633)

第2再 処理工場技術確証調査(2,191)

放射性廃棄物安全性実証試験(133)

海外再処理返還固化体受入システム開発調査(399)

放射性廃棄物処理処分対策調査(59)

◎

石 炭 轟
木

旺禾

液

ガ ス

炭一[石 炭生産技術振興費補助金(401

石炭鉱山保安技術調査(236))

用 石炭利用技術振興費補助金(3,456)

石炭火力発電所ばい煙処理技術実証(2,800)

石炭火力発電所乾式脱硫技術実証(757)

石炭火力発電所高性能集じん技術実証(65)

石炭火力発電所灰処理集中灰捨場立地予備調査(299)

石油火力発電所COM転 換実証(3,331)

石油火力発電所メタノール転換等実証(150)

イ「≡1藤徽 四

化τ 簸:に 灘:::1:1

ゆ

熱

熱

光

」ー禾

発

発

用一Elll三lll継撒

lil勢
電 太陽熱発電プラント運転研究(1,123)

電 太陽光発電システム実用化技術開発(4,300)
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地 熱 大規模深部地熱一[諜 叢灘 綴2識

高 温 岩 体 高温岩体発電システム(565)

非 火 山 性 地 熱一一一 深層熱水供給システム(678)

熱 水 の 利 用 熱水利用発電プラン ト(653)

環 境 保 全一[地 熱発電所環境技術調査(55)

大規模深部地熱発電所環境保全実証(2,600)

省エネルギー 大 型 エ ネ ル ギー 技 廃熱 利 用 技術 シス テ ム(887)

MHD発 電(624)

高効 率 ガ ス ター ビ ン(5,920)

新型 電 池電 力貯 蔵 シス テ ム(646)

燃料 電 池 発電 技 術(239)

先導 的 基 盤 的省 エ ネ ル ギー 技 術(208)

国際 協 力 事業(16)

省エ ネル ギー ソ フ トウ ェア 調 査(14)

民 間 の省 エ ネ ル ギー 技術 開発 の助 成(467)

1

●

水素エネルギーの研究(948)

海洋温度差発電の研究(213)

風力発電の研究(656)

海水揚水技術実証(90)

発電ダム堆砂排除総合システム(42)

燃料電池デモンス トレーション事業(20)

石油代替エネルee'・一一関係技術実用化開発費補助金(2,900)

新発電技術実用化開発費補助金(300)

.
ら
ー

一21



イン ドネシアにおけ るアル コール燃料

政策 と最近の石油事情について

小 杉 英 一

は じめ に

昭 和56年1月29日 イ ン ドネ シア共和 国技術

開発応用庁(BPPT)主 催 の 「アル コール

燃料 シンポニ ジウム」 に参加 し,そ の さいB

PPT内 に 設置 され たエネル ギー農場 組織チ

ーム(WardimanDjojonegoro第1補 佐官 と

その ス タッフ)と 懇談 す る機会 をえた。 さ ら

に,日 本 商社の経営 す る南 スマ トラ,ラ ンポ

ン州 の農 場の見学 に加 え,東 カ リマ ン タンの

バ リクパパ ン製 油所 も見学 して きた。

これ らの見 聞 を,イ ン ドネ シアの アル コー

ル燃料政策並 びに同 国の最近 の石油事 情に的

を絞 って 報告 したい。 なお,ア ル コー ル 燃

料政 策 につ いては,本 誌 前号(第3巻 第4号

p.31/37)の 高 倉氏 の報告 があ り,で きるだけ

重複 は避 け よ うと努 めたが,話 の進 め方 の都

合上 さけ られ なか った点の ある ことは ご了解

願 いたい。

1.イ ン ドネシア共和国の燃料アル コール

計画とその現状

1.1ア ル コール燃料計画の大筋

イン ドネ シア共和 国では,ジ ャワ島,ロ ン

ボ ク島に集 中 してい る過 密 人口 を,他 の過疎

地へ 分散 させ るため,こ れ まで2回 に亘 り移

住政 策 を とって きたが,農 産 物に よる現 金収

入が少 く,定 着率 は予定 を大 き く下廻 って い

た。今 回,こ れ ら移住 民に職 を与 え,生 活文

化の向上 を計 るため,若 手のDr.Habibi技

術 担 当大 臣 を中心 に農業 省,鉱 山エネル ギー

省,移 住 省,公 共事業 省の5省 か らな るプロ

ジェ ク トチーム を編 成 し,以 下 にその骨子 を

示す アル コール 燃料 計画が たて られ,実 行 に

移 され よ うとしてい る。

(1)移 住 民1家 族 につ き2ha(ヘ ク ター ル)

の 土地 を与 え,そ の 内吉haに キャ ッサバ を哉

培 させ る。

(2)キ ャ ッサバ または甘 し ょは,ha当 り30

トン/年 の生 い もが採れ る として,1家 族 当 り

7.5ト ン/年 のい もが採れ る。

(3)移 住 地1単 位 に4,000家 族 を移住 させ,

そ の中央 に年 間5,000kP.の エ タノール工場 を

つ くる。 この原料 として4,000家 族 の農耕 地

か ら とれ るい も3万 トン を使 用す る。 こ うし

て生産 されたエ タノー ル5,000k2は,政 府が

買上 げ,自 動 車,耕 運機 その他 の燃料 として

国 内用 に使 う。

(4)イ ン ドネシアは石 油並 びに天然ガ スの

生産 国であ るが,こ れ らは,外 貨獲 得の ため

∠
繹

》
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に使用 し,国 際収支 の改善 に役 立たせ る。

この ような計画大綱 を受 け,BPPT技 術

チー ムは,大 筋次 の ような短,長 期計画 の基

本方針 を作成 した。

(1)短 期 計画:ジ ャワ島以 外の地域,特 に

移住地域 に5,000k2/年 の エ タ ノールパ イロ ッ

ト ・プ ラン トを設置す る。

(2)長 期 計画:イ ン ドネシアにおけ るアル

コー ル燃料導入 につ いて,農 業,工 業,技 術,

経 済,市 場上の 問題 社会公 共上か らみ た移

住 問題 と多面的 にわ たる5～20年 の 長期展望

を行 う。

2.2具 体的な計画と現状

以上 の よ うな方針 に基づ いて具 体化 され よ

うとしてい る計画,な い しその現状は次 の と

お りであ る。

(1)エ タ ノー ル ・パ イロ ッ ト ・プ ラン トの

設置予 定地:第1の 候 補地 として ランポ ン州

TulangBawang移 住 地 区が挙 げられている。

ただ し,工 場 に原料 を供給す るため に1,000

haの 農 地 と4,000家 族 の移住 が必要 であ り,

さ らに実験農場,教 育訓練 セ ンター を建 設す

る必要 があ ろ う。

(2)パ イ ロ ッ ト ・プ ラン ト建 設:外 国のエ

ンジニア リン グ会社 よ り提 出 された設計 の 中

か ら,第1号 のプ ラン トにつ いては,西 独 の

SalzgitterIndustriebau社 の もの を採 用す る

こ とになろ う。 しか し,機 器の購 入につ いて

は,で きるだけ地元 の業者 を優先 させ る。 な

お,同 社 の設計 は非常 に簡単 で,初 期 投資 も

安 く,装 置の保全管理 も簡単 であ る。

(3)パ イ ロ ッ ト ・プラン トの建 設 日程:上

記 第1号 プ ラン トの建 設 スケ ジュール は,次

のよ うにな ってい る。

①1981年4月 工場製作 開始

②工 場製作機 器の搬 入及び組立 てな ど現

場建 設作業 に4カ 月か か る。

③1982年4月 試運転 開始 。

④1982年10月 エ タノール生産開始 。

(4)連 絡 会議:こ の プロジ ェク トのため,

他 の部 局 よ りの応援 や学識 経験者 よ りな る4

つ のチームが組織 され,農 業,工 業 技術,経

済,市 場及び移住,公 共 問題 につ いて,数 回

の ミーテ ィン グが もたれ た。

(5)ア ル コー ル駆動エ ンジ ンの テス ト:B

PPTで は,下 記のアル コール駆動エ ン ジン

のテス トを開始す る。

① ス トレー ド ・アル コール専用車(フ ォ

ル クス ・ワー ゲ ン製)。

② デ ィーゼ ル ・メタ ノール発電装 置(90

副 。

③ アル コー ル専 用 オー トバ イ(ホ ンダ技

研 製)。

④ 水 ポンプ

⑤ アル コー ル駆動耕運機 。

⑥ 小型発電 セ ッ ト。

(6)日 本 との経 済協力:本 年(昭 和56)1

月鈴 木総理 はイ ン ドネシア訪 問の さい,ア ル

コー ル燃料計画 に関連 して800万 ドルの無償

援助 を行 うこ とを約 束 した。 この経済協 力は

1981年4月 に発 足す るが,そ の使途 について

は,次 の よ うな ものが候補 に挙げ られてい る。

①5,000k2/年 の エ タノール ・プラ ン トの

建 設。

② 農業実験場 の設置 。

③ 研究所及 び訓練セ ン ターの設置 。

(7)米 国 との 技 術 提 携:米 国のNational

AcademyofSciences(NAS)と 協 同で,

代 替 燃料に関す る基礎 研究 所設置の基 本方針

が決 ま り,近 く具体 的 な交 渉に入 る。 なお,
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研 究所 は,BPPTに 属 し,敷 地 は ジャカル

タ近郊 を予 定 している。

なお,イ ン ドネシアで現在生産 されて いる

アル コー ルは,主 としてモ ラセス を原料 とし

て いる。1980年 に おけ る同 国の10大 ア ル コー

ル メー カー の生産 能力 と生産実 績 を表1に 示

す。 これ でみる と各 メー カー とも未 だ余 力が

表110大 ア ル コール メー カー の生産

能 力 と生産 実績(1980年)

(単位:1,000k尼)

生産
能力
国内
向
輸出
向 合計

P.S.PohmamXIV(Java) 4.5 3.5 一 3.5

P.S.ComalXV(Java) 6.98 3.5 一 3.5

P,S.JatirotoXXIV-X(Java) 4.0 4.0 一 4.0

P.S.Madukismo(Java) 4.0 3.5 一 3.5

P.S.Padaharja(Java) 2.0 1.5 一 1.5

P.S.Madusari(Java) 4.0 3.5 一 3.5

P,S.Wates/Aspab(Java) 16.0 2.6 12.0 14.6

P.S.Pe㎜ataSakti(Sumatra) 5.0 4.5 一 4.5

P,S.BasisIndah(St」awesi) 4.0 3.0 一 3.0

P.S.AirMatalbu(Java) 一 0.9 一 O.9

合 計 鳥 50.48 30.5 12.0 42.5

あ る。 この原因はアル コ:一一一・ル価格 が安 いか ら

であ る。95%ア ル コー ルの工 場渡 し価 格 は,

450Rp1)/2で,そ れに輸送 費25Rp,取 引税

2.5%,MPO2%,BKSプ レ ミアム1.5Rp

を加 える と,1980年9月 の販売価格 は,496.75

Rp/2と な る。 また1980年 の 輸 出価格 は855.

75Rp/2で あ った。

2.Wardiman氏 の 講演概要

最初 に記 したが,「 アル コール燃料 シンポ

(注)1)ル ピア,イ ン ドネ シア の 通 貨,

1米 ドル ≒615ル ピア,1ル ピア ≒0.35円

ジウムは,1月29日 ジャカルタのヒル トンホ

テル で開催 された。 日本 か らは,ホ ンダ技

研よ りアルコール燃料専用のオー トバイ,耕

運機,水 ポンプ等の寄贈 とデモンス トレーシ

ョン運転が行なわれ,ま た,(財)日 本エネ

ルギー経済研究所の所沢仁氏のアルコール燃

料製造の新研究の披露があった。 このシンポ

ジウムで行なわれた,今 度のアルコール燃料

計画の実質的な推進役であるWardiman第

1補 佐官の講演は,イ ン ドネシア政府のアル

コール燃料計画の内容 をよく伝 えていると思

われるので前節 と多少重複す るかも知れない

が,以 下にその概要 を伝えることにする。

2.1エ ネルギー農場よりエタノールを生産する

目的

イン ドネシアで燃料用アルコール事業 を開

発する目的は,次 の諸点にある。

(1)農 民及び移住民の収入の増加。

(2)雇 傭機会の増大。

(3)地 方におけるエネルギー利用の多様化。

(4)ア ルコールの生産能力及び製造方法の

改善。

従来,遠 隔地や辺境の地の農民や移住民達

は,彼 等が生産 した農産物を安 く買いたたか

れ,貧 しい生活 を強いられて来た。移住地に

簡単なエタノールプラン トを建設することに

より,農 民や移住民達 は,キ ャッサバや甘 し

ょの様な原料作物 を,地 方の協同組合(KL

D)を 通 して,合 理的な価格で販売す ること

ができる。彼等はそれにより現金収入の機会 を

増や し,農 作物の増産に対する意欲 をさらに

増大することができる。地方におけるエタノ

ールプラン トの建設は,こ れ らの地域で彼等

に就職の機会 をあたえ,生 産されたエタノー

ルは 自動車や耕作機械その他の動力機械の代
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替燃料 として,地 元並 びに その周辺の地域 で

使用 され る。若 し,大 量 に生産 され る様 にな

れば,輸 出す るこ ともで き,地 方や国家 の収

入 も増加 す る。

エ タノール ・プラ ン トは,イ ン ドネシア全

域 に渡 り,イ ン ドネ シア 人の手 に よ り建 設 さ

れ るので,建 設工事 の技術 向上 に も役立つ も

の と思 われ る。

2.2エ タ ノール生産 と原料

イン ドネ シア では,現 在,エ タノール は飲

用の他,一 部工業用 に生産 されてい るが,そ

の量 はわずか であ る。現在 は砂糖 工場 の副産

物 であるモ ラセ スか ら主 として生産 されてお

り,年 間生産 量 は4万2,000k2程 度 で,そ の

うち2万7,000k2は 飲 用,工 業 用,薬 用 に消

費 されてい る。従 って,燃 料用 として は新 た

な原料,新 た な工場 が必要 とな る。燃料用 エ

タノー ルの原料農産物 と しては,次 の ものが

考 え られ る。

(1)砂 糖 含有原料(砂 糖 きび,モ ラセス,

ニ ッパ椰子,ス イー トソルガム等)

(2)澱 粉 含有原料(キ ャ ッサ バ,甘 しょ,

サ ゴ椰子,馬 鈴 薯等)

これ らは イン ドネ シア では至 る所 で豊 富に

生産 され る。現在 の計画 では,栽 培に一番 手

のかか らない キャ ッサバ と甘 しょを対象 に考

えて いる。

2.3ア ルコール燃料の可能性

石油代 替燃料 としてエ タノールは,直 接 そ

の まま使用 す る場合 と,ガ ソ リンに20%程 度

混合 して使 用す る場合 とある。前者の場合95

%エ タ ノールで使用 で きるが,後 者の場合,

層 分離 を防 ぐため に,エ タ ノール は無 水(99.8

%)に しなければ な らな い。一 方,前 者 の場

合 エ ンジンの 多少 の改造が必要 とな るが,後

者の場合現在走行 中の車にそのまま使用でき

る。

イン ドネシアでは,自 動車保有台数(表2)

は現在尚少な く,乗 用車で約60万 台で,特 に

ジャワ以外では少ないので,将 来アルコール

専用車に変えるとして も,大 した混乱は起 ら

ないもの と思われる。

表2ガ ソリン使用車の保有台数

(単位:台)

乗用車 バ ス トラック モー ターサ イ クル 合 計

1977年

1978

1979

479,335

535,442

570,349

28,853

35,033

66,927

228,133

269,402

303,016

1,724,964

1,990,250

2,259,183

2,461,285

2β30,127

3,199,475

1978年 現在のキャッサバ と甘 しょの栽培耕

地は,そ れぞれ1.4百 万ha及 び0.3百 万haの

計1.7百 万haで あ り,計 算上か らは,こ こか

ら8.5百 万keの エタノールを生産す ることが

できる。これは1978年 のガソリン年間需要の

10%を 賄 うに十分 な量にあたる。

2.4ア ルコール燃料の問題点

1)食 料対燃料

エタノールの原料が食料 となる作物 と競合

す るか否かは,こ れ迄何回となく論議 されて

きた。 しか し,今 回の計画は今迄省みられな

かった土地に,1家 族につき1暑haに は食料

用農産物を,寺haに はアルコール原料用作物

を栽培するものである。これ迄は移住地で生

産 された作物は,流 通機構の不備のため,市

場性がなく捨てられるか,安 く仲買人に買い

たたかれていた。移住民達は与えられた土地

2haの うち,寺haに のみアルコール原料用キ

ャッサバ或いは甘 しょを栽培すればよい。彼

等はこれを安定的にエタノール工場に売るこ

とにより得た収入で,肥 料や駆虫剤 を購入す
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ることができる。 また,残 りの1号haの 土地

には食料 となるべ き穀物を植えることにより

国の食料供給に役立つ ことができる。キャッ

サバは食料穀物に不適な土地でも栽培するこ

とができ,ま た近 くにアルコール工場を建設

すれば,従 来開拓されなかった土地 もエネル

ギー農場 として利用できる。このように本計

画 を推進す ることにより,食 料 と燃料 との対

立は十分防 ぐことができるもの と確信 してい

る。

2)原 料

天はイン ドネシアに熱帯性気候 と広大な農

地 を与えた。イン ドネシアはその恩恵の下に

再生可能なエネルギー としてエタノールを生

産す ることができる。これ等の原料はキャッ

サバ,甘 しょ,砂 糖 きび,モ ラセス,コー ン,

ニ ッパ椰子,サ ゴ椰子等色々 と考えられる。

副 撫
　 ぬ

1鰐
写真1キ ャッサバ芋の収穫

しか し,燃 料用アルコールを多量に,し かも

安価につ くるには品種の改良,耕 作法の改善

等 多 くの研究 を行 なう必要がある。 また糖

化技術,醗 酵技術等 も開発を進め,さ らにコ

ス トダウンにつ とめる必要がある。最近設計

されている新鋭装置は連続醗酵,連 続蒸留等

燃料費の大巾節減 を目差 している。

ランポン州に建設される最初のパイロット

プラントの原料 としては,キ ャッサバ及び甘

しょを考えている。

3)ア ルコール生産の経済

インドネシアにおけるアルコールの価格は

現在800Rp/2で,ガ ソリンは国内向けには

補助金 を出 して安 く押えているので,将 来エ

タノール生産の改良により,ガ ソリン価格に

近づける様努力す る必要がある。それには,

a)原 料の生産性 を向上 し,価 格 を引下

げる。

b)効 率的な蒸煮及び醗酵法の改良。

c)効 率的な蒸留塔の設計,ま たは膜分

離。

d)副 産物の有効利用。

e)原 料及び生産物の配集荷方法の改善。

が望まれる。今回設置されるアルコール燃料

開発センターはこれ らの改善法の研究に役立

つ。そしてパイロットプラン トは各種のデー

タの収集 と上述の項 目について種々の経験 を

得ることができると信 じている。

4)小 規模生産

イン ドネシア政府の意図が移住問題の改善

であ り,エ タノール生産のための原料が辺境

地の農地より供給されるところか ら,ア ルコ

ール燃料製造法は小規模にすべきだとの構想

を持つ。これは,地 方の多くの農家や移住者

達が自分達の所有地で生産 した原料 を,彼 等

自身が管理す ることができる簡単なアルコー

ルプラン トへ,彼 等 自身の手で運び込むこと

ができる距離範囲に建設されなければならな

い。これ等小型のアルコールプラン トの大 き
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さ,農 地 よりの距離等はその地方の立地条件

により決定されなければならない。

5)エ タノール生産のエネルギーバ ランス

エタノール生産に関するエネルギーバ ラン

スは,プ ラン ト設計や製造プロセスの改善の

中でも,特別の配慮 を必要 とする課題である。

従来よりエネルギーバランスについては多

くの研究がなされ,中 にはもっともらしい数

字が並べられているものもあった。しかし,

一般にこれ等の研究に並べ られてある数字の

みで比較する事は無意味である。

@現 在あるプラン トの大部分は飲用アルコ

ールであ り,エ ネルギー消費については全

く考慮が払われていない。

⑤種々のデータの取 り方自身にも問題があ

る。1979年 刊行の米国エネルギー省のレポー

トPE-0012に よれば,ア ルコール燃料は石

炭,木 材,農 業廃棄物の様な低品位のエネル

ギー源を,輸 送用高品位エネルギー燃料に転

換す る手段 として考慮すべきだと述べている。

これは,石 炭 を燃料にして便利に利用で きる

電力をつ くる火力発電所が,如 何に効率よ く

ても60%の エネルギー損失は避けられないの

と同 じである。

2.5政 策面からの刺激策

イン ドネシア政府は国内においてアルコー

ル燃料を開発し,か つ国内における輸送用燃

料をアルコールに切 りかえると共に移住問題

の解決 とエネルギーの多様化を同時に促進す

る方針 を決定 した。 この 目的 を達するため

に,次 の項 目について検討する必要がある。

@エ タノールを燃料 として導入するため,

速やかに解決 されなければならない問題点の

確認。

⑤需要及び供給の拡大を容易にするため,

取 られるべ き研究課題の検討の促進。

◎アル コール問題 を支援するのに必要な行

政上の努力の確認

これ らは具体的には次の様な項目を含んで

いる。

(1)需 要面

①アルコール とガソリンの混合問題

②デ ィーゼルエ ンジン代用燃料 としての

アルコール。

③灯油の代替燃料並 びに発電用燃料 とし

てのアルコール。

④配油組織の研究。

⑤アルコール燃料使用増進のための刺激

策の研究。

(2)供 給面

①エネルギー農業,特 に原料 としての数

種の農産物の可能 陛及び農業技術上の改

善。

②考えられる移住地域。

③原料 としての甘 しょ栽培技術の開発。

④各地域におけるエタノール生産 と利用

に関する研究。

⑤エタノール生産のための新技術導入。

(3)行 政面

①エネルギー農業開発に対する規制 と税

制対策。

②アルコール燃料供給プログラム計画に

関する研究。

2.6結 言

イン ドネシアにおけるアルコール燃料問題

は,次 の目標をかかげている。

(1)農民,移 住民の収入増 とその結果 として

の生活レベルの向上。

(2)移住民に雇傭の機会 をあたえる。

(3)地方における石油燃料の多様化。
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(4)生産能力の改善。

イン ドネシアは気候風土並びに広大な未開

発農地に恵まれ,ア ルコール燃料を開発する

のに好都合な条件下にある。しか し,こ のよ

うに国をあげてアルコール燃料を導入するに

は,慎 重にかつ十分な準備が必要である。イ

ン ドネシア政府は次の手段によりこの計画の

完遂 を目ざしている。

(1)移 住地に95%の エ タノー ルプ ラン ト

(5,000k2/年 のパイロットプラン ト)を 建設

し,こ のパイロッ トプラントと共に10haの 敷

地に実験室 と訓練センターを備えたアルコー

ル燃料開発訓練センター をつ くる。

(2)イ ン ドネシアにおけるアル コール燃料

の開発に関す る諸問題を研究するアルコール

燃料開発の国内委員会 をつ くる。スハル ト大

統領は各省部の連絡を密にするためDr.Habibi

大臣に委貝会の設置を命 じた。この委員会は,

農業部 門,技 術開発部門,経 済並びにマーケ

ッティング部門,移 住公共部門の4つ の部 門

か らなる。

3.イ ン ドネシアの燃料需要 と石油事情

3.1燃 料需要

インドネシアにおけるエネルギー生産は,

年間15%ず つ成長すると推定されている。一

方,消 費については表3に 示すように現在石炭

換算で年間約4千 万 トンというところである。

同表か ら石油は輸送用に最 も多 く消費され

ていることが分かる。(全 石油消費量の37.6

%)自 動車保有台数の推移は,さ きに表2に

示 したが,今 後9.14%ず つ増加す るもの と推

定 されている。これに伴 う自動車用燃料の消

費は,表4に 示す とお りとなろう。

表3用 途別供給 源別エ ネルギー消費量

(1979年)

(単位:石 炭換算千 トン)

用途
部
門供給源

用 途

工業用 輸送用 家庭用 発電用 合 計

石 油

石 炭

ガ ス

LPG

木 炭

水 力

10,035

168

12,912

-

一

一

10,288

25

一

一

一

一

5,269

-

-

32

34

一

1,784

-

一

一

一

242

27,376

193

12,912

32

34

242

合 計 23,115 10,313 5,335 2,026 40,789

表4自 動車用燃料消費の実績 と

今後の予想

(年 次)

消 費 量

(単 位 千 バ ー
レル 表示) (単位千規表示)

1977年
(

実1978

績
)

1979

16,280

18,392

19,825

2,588

2,924

3,152

1984

(
推1989

1994

定1999
)

2004

35,684

54,600

87,277

114,015

167,011

5,673

8,681

13,877

18,128

26,554

3.2石 油事情

イン ドネシアは,御 承知のように,石 油産

出国である。従って,国 際的な石油価格の上

昇はこの国の外貨事情の改善に大いに役立っ

て いるしか し,石 油の生産 も頭打ちの状態

で,既 存油田の衰退 と新規油田の発見がバラ

ンスしている状況が当分続 くもの と思われる

が,長 期的に見れば,い ずれ枯渇するものな

ので,彼 等がこの天より与えられた資源 をで

きるだけ有効に使 うことを考えるのは当然で

ある。燃料アルコールの様に再生可能な資源
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の活用 を計 るの もその考 え方 の あらわれの一

端 であ る。1979年 前 半 の統計 に よれ ば,イ ン

ドネ シア よ り産 出 した原油 は,日 産160万 バ

ー レル で
,そ の内訳は 日産,

Pertamina分689,577バ ー レル

外 国石 油会社分917,175バ ー レル

合 計1,606,752バ ー レル

で ここ数 年 間は150及 至160万 バ ー レルの生産

が続 くもの と考 え られ る。一 方,国 内の主要

製 油所 の能 力は現 在527,700バ ー レル/日 で,

現 在 計画 中の拡 張分は,

バ リクパパ ン製油所20万 バ ー レル/日

チ ラチ ャ ップ製油所20万 バー レル/日

(デ ュマ イ製油所 真空蒸留9.2万 バ ー レ

ル/日)

で,2～3年 後 には総計927,700バ ー レル/日

の原油処理能 力 を有す るこ とに なる。今 回の

新増 設の特色 は,イ ン ドネ シア で需要 の 多い

灯 油,軽 油 の増産 を計 るために,付 加価値 の

高 い製品 を生産 す るハ イ ドロクラ ッカーや ビ

スブ レー カ及 び潤滑油製造装 置の よ うな高級

な製造装置 をつ けた こ とで,彼 等 としての原

油販 売 よ り製 品販売へ と転換 の意欲 の程 が窺

われ る。 中で もハ イ ドロ クラッカーや,連 続

再生 式 プラ ッ トフ ォーマー 等 日本 で も珍 しい

新鋭装 置が計画 され,運 転 員はUOPの トレ

ー ニ ングセ ン ターで訓練 を受 け るこ とにな っ

てい る。

イン ドネシア以外のASEAN諸 国 で も,

続 々 と製油所 の新 増設が行 われ てお り,今 後

日本へ 搬 入され る原油 は益 々先細 りが予想 さ

れ る。

4.現 地視察雑感

4.1ラ ンポン州日系商社農場

1月31日 南 スマ トララ ンポン州 にあ る第4

ミツ ゴロー農場 と三菱系 のPagoの 農 場 を見

学 した。従来,ブ ラジルでは砂 糖 きび,ア メ

リカで はコー ンを主 としてアル コー ル原料作

物 として いたが,イ ン ドネ シア ではキ ャ ッサ

バ(マ ンジ ョカ)或 いは甘 しょを原料 と考 え

てい る。 この よ うに原料作 物 につ いては色 々

考 えられ てい るが,そ の土地,土 地 また は気

候 風土 に適 した もの を栽培 す るのが一番 よい

と思 う。 キャ ッサ六 につ いて は,昨 年 ブ ラジ

ルのアマ ゾン第2ト メアス で見 て来たマ ンジ

ョカよ り生育 状況が よ く,現 場 の人達 の苦心

のあ とが 見 られた。

4.2バ リクパパ ン製油所

2月3日 日揮 ユニバー ス社 の瀧 田氏 とバ リ

クパパ ン製油所 を見学 した。昭和17年 ～19年

の 戦時 中に筆 者が勤務 した思 い出の土地 であ

り,今 回新 鋭製油所 に変 身す るので,思 い出

のため,ど うして も見 てお きたかった。案 内

役 は技術部長 のDr.NabilZakaria氏 で製油

所全般隈 な く,ま た筆者 と京大竹 崎教授が住

んで いた宿舎 もその まま残 っていた所等親切

、.繋凶
轡

　、響鱈繍酵鰭呂薮

写真2バ リクパパン製油所全景
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写真3バ リクパパンのパラフィン

工場(中 央は筆者)

に案内して もらった。筆者が勤務 していたパ

ラフィン工場 も一部昔のままで操業 していた。

終 りに,今 回のイン ドネシア行 きについて,

お世話になった(財)日 本エネルギー経済研

究所及びサン トリー株式会社に感謝の意 を表

したい。

(こすぎ えいいち 嘱託,サ ン トリー(株)

顧問)
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こ れ か ら の エ ネ ル ギ ー 問 題

大 江 康 博

一昨(昭 和54)年 か ら昨秋まで,(財)エ ネ

ルギー総合工学研究所内において,か な り長

期の観点か らエネルギー問題 を考えて見よう

という研究会が開かれた。筆者はその研究会

のメンバーの一人 として参加 していた。ここ

にその時話題 となったいくつかの点につい て

整理 し,紹 介 したい。

1.エ ネルギー問題は時間的スケールを広

げて取扱 う必要がある

資源に乏 しい我国は海外にそれ らを依存 し

てきた。経済規模が拡大す るにつれ依存先は

広が り,以 前 より地球的スケールで考える必

要があることは認識されている。 しか し,時

間的スケールについては,ま だまだ短い見方

でしか とらえていないのではないだろうか。

石油不足について,例 えば,5年 ぐらいの

短期間で対処策 をいろいろ考えたとしても,

大小様々な制約 となる問題が気になり,また,

根本的な対策 を構ずるだけの時間的な余裕 も

な く,不 足分は我慢するか,高 い代価 を払っ

てでも必要だから手に入れるしかないとい う

ことになりがちである。

しか し,例 えば,100年 くらいのスケールを

取 るならば,エ ネルギー問題に対 してウェイ

トの高い要素だけが問題 となるため,本 質的

な問題点について明らかにすることがで きる。

しかし,そ れは本質的な解決策を得 ることで

はな く,単 に問題を解決できうる可能 性を持

ったいくつかの選択肢 を探 し出すだけのこと

であるけれ ども,今 後増々重要 となる視点で

あることは認識されて よいだろう。

エネルギー問題については,短 期的に も長

期的に もタイ ミングよい円滑な対処が望 まれ

るが,我 々の意識や諸体制に変革 を伴 うもの

は重要であるとともに,時 間のかかる問題で

もあるので,予 め十分な検討 ・評価がなされ,

不測の事態にも適切 に対処できるよう十分な

準備の元に行われることが大切 である。

2.我 々はエネルギー問題 を十分よ く理解

する必要がある

これまでの我々の関心は必要十分な石油 を

手に入れ られるか どうかにあり,産 油国は世

界経済に混乱 を来さないように安定に,で き

れば安価に石油を供給すべ きであるというよ

うな考え方は,ま だ多少残っているようでち

る。 しか し,OPECの 行動を見ても分かる
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ように,す でに石油は強大な武力 となってき

ている。従って,石 油を入手するにはそれに

対抗できうるだけのなんらかの力 を持つこと

が必要であり,そ れができなければ別の道を

選ぶこととなろう。例えば,ま だ強大な武力

とはなっていない新 しいエネルギー資源を開

発し,利用できうる力を持つ ことなどである。

なお,こ こでいう力の中には,い わゆる軍事

力や外交力,経 済力,技 術力などのいろいろ

なものが含 まれることは述べるまでもないで

あろう。

さて,エ ネルギー資源を諸外国に依存す る

必要がなければ,エ ネルギー資源の入手のた

めに,そ のような対外的な力は必要なくな り,

また,依 存する量が少なくなればなる程,そ

の必要性が軽減 されることとなる。国内には

現在の経済活動 を支えるだけの十分なエネル

ギー源はないが,エ ネルギー需要を抑えるこ

ととなる省エネルギー と国内エネルギー資源

の開発利用が,ど こまで進むかは非常に重要

なことである。

ところで,い わゆる第1次 エネルギー危機

が起 こる以前においては,エ ネルギー問題は

すなわち石油問題であり,し か も大量の石油

をいかに安価に安定に運ぶか とか,そ れぞれ

の分野で石油をいかに上手に利用するかなど

の問題であ り,個 別に十分解決 し得 る問題で

あった。今 日,エ ネルギーはご く身近なもの

であり,し か も,必 要不可欠なもの との認識

は高まっている。 しかし,我 々が手に してい

る全てのものがエネルギー と密接に係ってお

り,物 の節約,リ サ イクル利用,カ スケー ド

利用なども省エネルギーに繋がるなど,エ ネ

ルギー問題は社会 システム全体の中でとらえ

ることが必要 となってお り,我 々の暮 しに対

する考え方 もまた重要な要素になっているこ

との十分な認識までには至っていないようで

ある。

3.エ ネルギー需要は物の豊かさと深 く関

係する

我々が生活 し,種 々の活動 を行 うために必

要 となるエネルギーの中には,一 般の人の目

か ら見てもエネルギーが消費されていること

が直接的に分か る部分 と,物 の使(利)用 者

には直接は分か らない間接的にエネルギーが

消費されている部分 とがある。

直接的なエネルギー消費とは,例 えば,自

家用車を運転することによりガソリンが消費

されることなどであり,間 接的なエネルギー

消費 とは自動車を組み立てる時必要 となる動

力や照明用のエネルギーや 自動車の各部品を

造る時に必要 となるエネルギー,さ らにはそ

れらの部品を造るための原材料 を手に入れる

時必要 となるな どの諸々のエネルギーのこと

である。

直接的なエネルギー消費については,直接に

我々が 多いか少ないかを知ることができるた

め,自 動車の使用 を控 えるとか,よ り燃費の

よい自動車に乗換えるとかの選択によりエネ

ルギーの消費を抑えていくことは比較的容易

である。

間接的なエネルギー消費は品物やサー ビス

そのものの中に投入されたエネギーであり,

その消費されたエネルギーの量を知ることは

難 しい。

ところで,民 生部門以外で消費されるエネ

ルギーは,全 て間接的に消費されるエネルギ

ーであると仮に見ることができるならば,現
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在の日本の総エネルギー消費量の約8割(一

次エネルギー換算)は,我 々には直接にエネ

ルギー消費の度合が見えない形で消費されて

いることとな り,こ のことはエネルギー需要

を抑える立場か らは最 も大切な点の一つであ

る。詳細な調査 は行われていないが,物 を生

産している人の立場から見て も,間 接的に消

費され るエネルギーの割合はかな り高 く,基

礎素材製品を造っている部門よりも加工組立

部門において特に高い割合 となる。

個々の品物やサービスに含まれる間接的に

消費されるエネルギーの量を詳しく把握 し,

比較検討することは今後の課題である。

物の豊か さ(適 切 な指標がないので,我 々

の身の廻 りにある品物の点数 とか価格 を考え

てみて もよい)に 比例 してエネルギー需要は

伸びるが,概 念的には質(耐 久性や機能性な

ど)に こだわらずに量(数 量など)を 増やす

よりも,質 を高め量を抑 える方が,全 体 とし

てはエネルギー需要の抑制に,よ り大きく寄

与することになると考えられそうだがどうで

あろうか。

日本 を含めた先進諸国において,物 の豊か

さの中に育てられた世代には,物 離れの傾向

が,徐 々にではあるが,進 みつつあるとの調

査報告 もあるが,エ ネルギー需要 を抑える立

場からも注 目すべ きことである。

4.省 エネルギーはエネルギー問題を緩和

するための1つ の手段で しかないが,そ

の推進は重要である

省エ ネル ギー を進め るには,1)無 駄 な

エネル ギーは使 わない こ と,2)エ ネ ルギー

を使 う活動 の頻度 をで きるだけ少な くす るこ

と,3)使 うにあたってはエネルギーの利用

効率 を向上 させ るこ との他 に,前 述 したよ

うに4)省 資源 を含めて考 える必要がある。

これらについては専門的知識を持った一部

の人が行 うだけでなく,我 々一人一人が積極

的に参加することが必要であ り,そ れにより

効果はより一層大きなもの となるが,省 エネ

ルギーに もコス トがかか ることを考れば,

それによってエネルギー問題が本質的な解決

を見るものでないことも分かるであろう。

ところで,省 エネルギー,省 資源を推進す

る過程においては適切な情報の伝達 と各シス

テムの見通 しを必要 とする。国民のエネルギ

ー問題への参加意識が高揚され,省 エネルギ

ー努力の結果 としてエネルギー需要は小 さく

なる,一 方,そ の ときにはエネルギー コス ト

は省エネルギーにコス トをかけて も見合 うほ

ど高 くなっていると考 えられるので,こ れま

で振 り返えられ もしなかった密度の小 さいエ

ネルギー資源について も,そ の利用につ いて

関心が持たれることとなろう。

しか し,コ ス トを短期で判断で きるものに

ついては別 としても,長 期に判断 を必要 とす

るものについては,こ れか らの不確実性やこ

れまでのような高度成長が期待できないこと

などを考えると,そ の リスゾ負担が問題であ

り,な んらかの誘導策が必要であるとともに

将来の見通 しに対する適切な情報の伝達は重

要なもの となる。

5.エ ネルギーシステムの変革 はできるだけ

徐 々に起 こるよう配慮 され るべきである

今後,石 油から他のエネルギー源への転換

が起こることを考えると,短 期的には省エネ

一33一



ルギー,石 炭 を中心 とする石油以外の化石燃

料への転換,原 子力の促進的導入などとなる

が,さ らにその先について概括的に見 るなら

ば,原 子力中心型となるか,あ るいは リニュ

ーアブルエネルギー中心型 となるかが考 えら

れる。それ らの利用形態は,現 在のエネルギ

ーシステム とは異なるものであることが予想

される。すなわち,原 子力中心の場合には,

既存のような原子力発電所の他に,一 般産業

用 として原子炉からの熱をプロセスヒー トと

して使用する原子力コンビナー トや地域冷暖

房システムなどが考えられる。一方,リ ニュ

ーアブルエネルギー中心の場合には
,エ ネル

ギー密度が小さいことか ら,地 域消費型エネ

ルギー システムを目指すことが考えられ,エ

ネルギー利用者 自らがエネルギー生産者 とな

ることも考えられるであろう。

これまでのエネルギー源の変遷について振

リ返って見ると,リ ニューアブルエネルギー

か ら石炭へ,さ らに現在の石油へ と何度かの

大転換 を経て きたが,そ の大きな要因として,

経済的規模の拡大テンポが非常に早 く,また,

その地域での人口の増大が大 きかったため,

転換に伴 う諸々の投資や追加労働力などを吸

収できたことが考えられる。しか し,こ れか

らの先進地域における経済規模拡大のテンポ

が非常に低 くなることや,人 口の飽和や減少

などが予想されるので,以 前のようなエネル

ギー転換やまた,そ れに伴 う社会,産 業活動

での変革が急速に起こることは考え難 く,真

に必要 として も,こ れか らの社会自体にその

転換に伴 う種々の問題に対処するだけの十分

な柔軟 さを備えていないことが予想され,か

な り長期に亘って徐々に導入していく道 とな

ることが考えられる。

また,将 来開発されるであろう技術 などが

柔軟に取入れられるようにすることは大切 で

ある。 しか し,こ れ らについて検討できるだ

けの情報は不足しているため,

1)将 来の目標 とす る社会はどのような姿

のものか。それを推 し量る指標 としてどのよ

うなものを取ればよいのか。

2)物 の豊かさに頭打ちの現象は起こるの

か。その ような現象をとらえる定量的な指標

は何か。

3)2)と 関連するが,将 来の社会のエネル

ギー需要 を予測 しうる手法の開発。

4)柔 軟でかつ強靱性あるエネルギーシス

テムを構築する観点か らのエネルギーの開発

と利用技術の開発。

などの点について,幅 広い検討が行われるこ

とが望まれる。

6.将 来の 日本に重要 となるものは情報力

我国はエネルギーはもとより他の諸資源に

も乏 しく,こ れまでの延長線上に経済成長の

目標を置こうとすれば,今 以上に海外に依存

せ ざるを得ない。我国の経済規模は,現 在,

世界の約1割 を占めるに到ったが,今 後の中

後進国の経済開発のテンポは先進諸国のそれ

よりも高め られるよう求められてお り,また,

それら中後進国での経済開発は先進諸国がこ

れまで担ってきたい くつかの分野において肩

変 りすることとなろうことを考え合せ ると,

我国の将来の姿をこれまでの延長線に画 くこ

とは難 しく,な んらかの変化をよぎな くされ

ることは考 えられる。

さて,過 去 を振 り返ってみると,我 国は明

治維新以来西欧社会 を目標に工業開発を中心
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として経済発展 を遂げてきた。戦前は繊維 を

中心に,戦 後は鉄鋼 そして自動車や電機 を中

心にと農産品 ・軽工業品一→重工業素材製品

一→高度加工 ・技術集約製品という道をたど

ってきた。 しか し,中 後進国が現在我国が世

界の中で担っているかな りの分野において,

肩代 りしているであろう将来において,我 国

はどのような分野で世 界に寄与 している姿 を

画 くことがで きるのであろうか。よく言われ

る,こ れまで培ってきた技術力をさらに発展

させ,世 界の中での特異な位置を占めてい く

ことがあるというのはどんなものだろうか。

技術力とは何 らかの形のあるものを作る場

合に,こ れまでの経験や研究開発されたノウ

ハウなどを用い,性 能,機 能,デ ザインなど

のす ぐれた製品を作れる能力と見るならば,

作るべ き目標 とす る物がある時に発揮される

ことになる。ごく単純に見ると,我 国を目標

として工業開発 を進めている国々にあっては,

そのうちに我国の技術力なるものも手に入れ

てい くことは考えられることである。

技術先進国,経 済先進国となった我国は目

標 とす る適当な国が見あたらない今こそどん

な国を造 り,ど んな物をつ くるかを自らが考

え出す能力を持つ ことが必要 とされる。すな

わち,諸 々の情報 を入手 し,分 析 ・評価 し,

今後の進路をどう取 っていくかを決める能力

であ り,資 源の乏しい我国にとっては今後増

増重要なもの となるであろう。

ところで,将 来の我国について経済規模は

拡大するがエネルギー需要は伸びないような

ことが考 えられ るかどうかの簡単なチェック

を行って見た。

単に高付加価値製品を中心 とする産業構造

を考えると,か な り大巾な省エネルギーが達

成されると仮定 しても,基 礎素材を国内で生

産 しているのでは,経 済規模の拡大につれエ

ネルギー需要 も増大することとなる。一方,

基礎素材部門を海外に依存することを考える

と経済規模はそう大 きくはならないようであ

る。

ありうるとすれば,大 幅な省エネルギーが

行われ,第2次 産業の規模は多少拡大す る程

度で,全 体 としては大幅に第3次 産業にシフ

トしたような産業構造の場合であるが,第3

次産業に大規模な輸出が生れることが必要 と

なり,現 時点ではそのような産業の姿 を示す

ことはできそうもない。 しか し,先 程の情報

力と非常に関連ある部門であることを考え合

せると,将 来の魅力ある産業分野 となりうる

ようにも思われる。

7.エ ネルギー問題は社会全体 に係 る問題

である

エネルギーに関す る不安は石油の澗渇に代

表されるが,そ れはある価格で供給できる資

源量には限界があ り,こ のままのエネルギー

消費が続 くとすると,近 い将来には安い資源

を使い果 して しまうことである。 しか し,物

理的量としては今後100年 ぐらいの期間を対

象としても,資 源は十分にあると考えられて

お り,問 題は環境問題や利用 しているエネル

ギーが特定の資源に偏っていることやエネル

ギー需要構造を容易に変化 させ得ない社会と

なっていることなどにあることが分ってきた。

このような問題 を解決す るためには技術開

発,エ ネルギー源の多様化,社 会変革などが

必要 となるが,簡 単 に対応 しきれない問題で

もある。
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一方,将 来ショックや不測の事態が起こり,

十分にエネルギー資源などが手に入らなくな

ることや,画 期的な技術進歩が起 ったとして

も将来の社会が構造的にそれ を取 り入れ難 く

なっていることも十分考えられるため,エ ネ

ルギー システムや社会システム自体 に柔軟 【生

や強靱性 を持たせ ることも大切である。

柔軟性や強靱性 とは,あ る面では人々の自

由な選択の中に期待できる面 もあるのである

が,画 一的な選択や行動が多 く見られる今 日

においては,シ ステムを組む時点において十

分に配慮されることが望 まれるが,そ れにも

増 して自然 と自由で多様な選択 を可能 とする

ような社会 とすることも重要である。

エネルギー問題はエネルギー問題その もの

としてとらえるだけでは不十分で,社 会全体

と関係する一つの重要な要素 として取 り扱 う

ことが大切 であり,今 後多方面の方々の積極

的な参加 により,問 題解決への多元的な進展

を見ることが望 まれる。

(おおえ やすひろ 元主任研究員,現 日本

原子力発電(株)敦 賀発電所技術課)
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●

研 究 所 の う ご き

(昭和56年1月1日 ～3月31日)

◇ 理事会 開催

第8回 理事会

日 時:3月17日(火)12:00～13:30

場 所:経 団連会館906号 室

議 題:

(1)昭 和56年 度事業計画および収支予算について

② 昭和55年 度運営費借入限度額の増額について

(3)昭 和56年 度運営費借入について

◇ 評議員会 開催

第1回 評議員会

日 時:1月21日(水)15:00～17:00

場 所:経 団連会館901号 室

議 事:

(1)議 長挨拶

② 〔報告〕研究所設立以来の活動状況

(3)〔 講演〕エネルギー技術開発上の諸問題への対

応 、

(4)〔 懇言炎〕

◇ 企画委 員会開催

第13回 企画委員会

日 時:2月13日(金)14:00～16:00

場 所:当 研究所第2会 議室

議 題:

(1)通 産省における昭和56年 度研究開発関係予算

(案)の概要について

(2)昭 和56年 度の調査研究について

(3)そ の他

◇ 主 なで きごと

1月6日(火)「 燃料電池エネルギーシステム研究

に関する調査」第3回 委員会開催

8日(木)「 新 ・省エネルギー技術課題の評価

に関する調査」第8回 委員会開催

16日(金)「 メタノール燃料調査研究」委員会

開催

17日(土)第2回 「核燃料再処理施設の環境安

全性調査」委員会及びワーキング・グ

ループ開催(合 同)

21日(水)第1回 評議員開催

22日(木)「 ローカルエネルギーシステム標準

化調査研究」第6回 委員会開催

26日(月)「 廃炉技術基準等確立調査」第2回

委員会開催

27日(火)第2回 「エネルギーシステム評価手

法の開発研究」委員会兼第3回 石炭

W.G.開 催

1月29日(木)「 原子力プラント運転信頼性に関す

る研究会」開催

2月7日(土)「 高レベル廃棄物地層処分に関する

リスク解析」第3回 委員会開催

10日(火)「 国内のバイオマス資源によるアル

コール生産に関する調査」第3回 委員

会開催

13日(金)第13回 企画委員会開催

18日(水)「 エネルギー技術データベース体系

化法の開発研究」第8回 委員会開催

23日(月)「 バイオマス調査」委員会開催

3月4日(水)第3回 「エネルギーシステム評価手・

法の開発研究」委員会兼第4回 石炭

W.G.開 催(合 同)

14日(土)第3回 「核燃料再処理施設の環境安

全性調査」委員会及びワーキング・グ

ループ開催(合 同)

3月19日(木)「 新住宅開発プロジェクト自然環境

利用技術調査研究」第2回 委貝会開催

24日(火)「 原子力発電必要性等研究」第2回

委員会開催

25日(水)「 燃料電池エネルギーシステム研究

に関する調査」第4回 委員会開催

27日(金)「 メタノール燃料調査研究」委員会

開催

30日(月)「 原子力プラント運転の信頼性に関

する研究会」開催

◇ そ の 他

外 国出 張

(1)田 中敏雄 主 任 研 究 員 は,「 米 国 にお け る住 宅

へ の 自然 エ ネル ギー 利用 の 現 状 と今 後 の動 向 に

つ いて の 調査 」 の た め,!月21日 ～2月1日 の

間米 国 へ 出張 し た。

(2)「 石 油代 替 エ ネル ギー として の メ タ ノー ル燃

料 に関 す る海 外調 査」 の ため,飯 沼孝 正 プ ロ ジ
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エ ク ト試 験 研 究部 長 は,1月24日 ～2月11日 の

間,タ イ,マ レー シア,イ ン ドネ シ ア,オ ー ス

トラ リア,ニ ュー ジー ラ ン ドへ,時 枝 茂 治主 任

研 究 員 は,1月24日 ～2月11日 の 間米 国へ,高

倉毅 主 任 研 究 員 は,1月24日 ～2月8日 の 間,

西 独,ス エ ー デ ン,英,仏 へ そ れ ぞ れ 出 張 し

た 。

(3)近 藤 駿 介 研 究 嘱 託 及 び 神 崎 直 英 主 任 研 究 貝

は,「 代 替 エ ネ ル ギー 開 発 にお け る 原子 力 の 多

目的 利用 に関 す る海 外 調査 」 の た め,3月4日

～3月15日 の 間,英,仏,西 独,ス ェー デ ンに

出張 した。

ー
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